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平成27年５月29日
第 ３ ６ ９ ７ 号

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第531号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第50条の２（中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成

６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４項においてその例によるものとされ

た場合を含む。）の規定に基づき、指定医療機関から廃止の届出があったので、生活保

護法第55条の３（法第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の

規定により次のように告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第532号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条第１項（中国残留邦人等の円滑な帰国の

促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平

成６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４項においてその例によるものとさ

れた場合を含む。）の規定に基づき、施術者の指定をしたので、生活保護法第55条の３

（法第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定により次の

ように告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　 ▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第533号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条第２項において準用する同法第50条の２

（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶

者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４

項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定に基づき、指定を受けた施

術者から廃止の届出があったので、生活保護法第55条の３（法第14条第４項においてそ

の例によるものとされた場合を含む。）の規定により次のように告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第534号

　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５第１項及び第167条の11第２項

の規定に基づき、福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売払いその

他の契約の一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格（以下「入札参加

資格」という。）を次のように定め、平成27年７月１日から施行する。

　福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売払いその他の契約の一般

競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格（平成25年１月福岡県告示第117

号。以下「旧告示」という。）は、平成27年６月30日限り廃止する。

　なお、この告示の施行前に、旧告示に基づいて決定された入札参加資格は、この告示

により決定されたものとみなす。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

第１　競争入札に参加することができない者

１　地方自治法施行令第167条の４第１項各号のいずれかに該当する者（特別の理由

がある場合を除く。）

２　地方自治法施行令第167条の４第２項各号のいずれかに該当する事実があった後

２年を経過しない者及びその者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人と

して使用する者

３　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条

第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であってその役

員が暴力団員であるもの（それぞれ１に該当する者を除く。）

４　競争入札参加資格審査申請書（電子計算処理組織（知事の使用に係る電子計算機

（入力装置を含む。以下同じ。）と入札参加資格を得ようとする者の使用に係る電

子計算機を電気通信回線で接続したものをいう。）による電磁的記録を含む。）及

び添付書類に故意に虚偽の事実を記載した者

５　営業に関し許可、認可等を必要とする場合において、これを得ていない者

６　原則として、同種の営業を引き続き２年以上営んでいない者

第２　入札参加資格

１　入札参加資格の等級は、ＡＡ、Ａ及びＢに区分し、それぞれの等級への格付の基

準は、知事が別に定める。

２　知事は、入札参加資格審査の申請があったときは、次に掲げる事項について行っ

た審査の結果を別に定める基準により総合的に勘案した上で、入札参加資格を決定

するものとする。

　　⑴　従業員数

　　⑵　年間売上高

　　⑶　自己資本金

　　⑷　流動比率

　　⑸　経営年数

　　⑹　地域貢献活動項目（具体的な内容については、知事が別に定める。）

第３　入札参加資格審査申請の方法等

　１　申請の方法

　入札参加資格を得ようとする者は、知事が別に定めるところにより、競争入札参

加資格審査申請書及び添付書類を知事に提出するものとする。

　２　申請の時期

　競争入札参加資格審査申請書の提出期間は、毎年７月１日から同月末日までとす

る。ただし、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（

平成７年政令第372号）の適用を受ける契約の締結が見込まれるときその他知事が

特に必要と認めるときは、この限りでない。

第４　入札参加資格の有効期間

　入札参加資格の有効期間は、資格を取得したときから同日以後における最初の登

録基準年（2015年以後の２年ごとの年をいう。）の９月末日までとする。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第535号

　急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第57号）第３条第１項

の規定に基づき、次の土地の区域を急傾斜地崩壊危険区域として指定するので、同条第

３項の規定により公示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　区域の名称　　　新町

２　区域の所在地　　鞍手郡小竹町大字新多字上日

３　土地の表示

　次に掲げる地番の土地に存する標柱番号１号から18号までを順次結んだ線及び標柱

番号１号と18号とを結んだ線に囲まれた区域

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第536号

　保安林の指定をする予定であるので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の２の

規定により次のように告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　　糸島市二丈鹿家字七曲2294の32

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

糸島市役所に備え置いて縦覧に供する。）

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第537号

　農林水産大臣から、次のように保安林の指定の解除をしようとする旨の通知を受けた

ので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　解除予定保安林の所在場所

　　八女市矢部村矢部字琵琶瀬1801の22

２　保安林として指定された目的

　　土砂の流出の防備

３　解除の理由

　　道路用地とするため
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第538号

　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第１項の規定に基づき、「福岡県

の希少野生生物－福岡県レッドデータブック」の販売代金の収納の事務を次の者に委託

したので、同条第２項の規定により告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　 　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　　福津市日蒔野五丁目17番31及び17番34から17番38まで

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　福岡市中央区高砂二丁目８番１号

　　セキスイハイム九州株式会社

　　代表取締役　黒木　和清

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　　宗像市陵巌寺一丁目463番１、463番２及び463番３

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　福岡市東区美和台三丁目34番12号

　　有限会社　福三

　　代表取締役　堺　勇
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　大野城市白木原一丁目226番１、226番５、227番７の一部、228番１、228番３の一

部、228番５、228番６、228番９、228番11、228番12及び228番13

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　大野城市白木原五丁目１番24号

　　森山興産有限会社

　　代表取締役　森山　ヒサ子
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　大規模小売店舗立地法（平成 10 年法律第 91 号。以下「法」という。）第６条第１項

の規定による届出について、法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の

概要を、同条第３項の規定により次のとおり公告する。

　なお、当該意見は、この公告の日から１月間、福岡県商工部中小企業振興課及び飯塚

中小企業振興事務所において縦覧に供する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　⑴　名　称　ダイレックス飯塚店

　⑵　所在地　飯塚市堀池池内 87－１　外

２　法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概要

　　意見なし
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第18条第１項の規定に基づき開催される第225回

福岡県都市計画審議会が次のように公開されるので、公告する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　日時

　　平成27年６月５日　午前10時30分

２　会場

　　福岡市博多区千代一丁目20番31号

　　ホテルレガロ福岡　レガロホールA

３　予定議案

　　福岡県都市計画基本方針の改定について

４　審議会の公開

　本審議会の傍聴を希望する者は、審議会当日、会場にて開会の30分前から傍聴券を

交付するので、受付に申し込むこと。ただし、傍聴券に限りがあるため、申込多数の

場合は抽選となることがある。

　福岡県選挙管理委員会告示第59号

　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第６条第１項の規定に基づき、次の政治団

体から政治団体設立届があったので、同法第７条の２第１項の規定により次のとおり告

示する。

　　平成27年５月29日

福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　

　　　　告　　　示（第526号－第538号）

○都市計画事業の事業計画の変更の認可 （下 水 道 課）……………１

○生活保護法に基づく介護機関の指定 （保護・援護課）……………２

○生活保護法に基づく指定介護機関の名称及び所在地の変更

（保護・援護課）……………２

○生活保護法に基づく指定介護機関の廃止 （保護・援護課）……………３

○生活保護法に基づく医療機関の指定 （保護・援護課）……………３

○生活保護法に基づく指定医療機関の廃止 （保護・援護課）……………４

○生活保護法に基づく施術者の指定 （保護・援護課）……………５

○生活保護法に基づく指定を受けた施術者の廃止 （保護・援護課）……………５

○福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売払いそ

　の他の契約の一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な

　資格　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務事務センター）……………６

○急傾斜地崩壊危険区域の指定 （砂　防　課）……………７

○保安林予定森林の所在場所等 （農山漁村振興課）……………７

○解除予定保安林に関する農林水産大臣からの通知　（農山漁村振興課）……………８

○「福岡県の希少野生生物－福岡県レッドデータブック」の販売代金

　の収納の事務の委託 （自然環境課）……………８

　　　　公　　　告

○開発行為に関する工事の完了 （都市計画課）……………８

○開発行為に関する工事の完了 （都市計画課）……………９

○開発行為に関する工事の完了 （都市計画課）……………９

○大規模小売店舗立地法に基づき市町村から聴取した意見等

（中小企業振興課）……………９

○福岡県都市計画審議会の開催 （都市計画課）……………９

　　　　選挙管理委員会

○政治団体の設立届 （市町村支援課）……………10

○政治団体の届出事項の異動届 （市町村支援課）……………11

○政治団体の解散届 （市町村支援課）……………12

○資金管理団体の指定届 （市町村支援課）……………13

○資金管理団体の届出事項の異動届 （市町村支援課）……………13

○資金管理団体の指定の取消等の届出 （市町村支援課）……………14

　　　　公安委員会

○福岡県行政手続条例に基づく意見募集の結果の告示

 （警察本部交通企画課）……………15

　福岡県告示第526号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成23年３月福

岡県告示第587号八女都市計画下水道事業八女市公共下水道の事業計画の変更を認可し

たので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次のように告示す

る。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　施行者の名称

　　八女市

２　都市計画事業の種類及び名称

　　八女都市計画下水道事業八女市公共下水道

３　事業施行期間

　　平成10年12月25日から平成30年３月31日まで

４　事業地

目　　　次
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▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第531号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第50条の２（中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成

６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４項においてその例によるものとされ

た場合を含む。）の規定に基づき、指定医療機関から廃止の届出があったので、生活保

護法第55条の３（法第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の

規定により次のように告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第532号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条第１項（中国残留邦人等の円滑な帰国の

促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平

成６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４項においてその例によるものとさ

れた場合を含む。）の規定に基づき、施術者の指定をしたので、生活保護法第55条の３

（法第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定により次の

ように告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　 ▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第533号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条第２項において準用する同法第50条の２

（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶

者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４

項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定に基づき、指定を受けた施

術者から廃止の届出があったので、生活保護法第55条の３（法第14条第４項においてそ

の例によるものとされた場合を含む。）の規定により次のように告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第534号

　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５第１項及び第167条の11第２項

の規定に基づき、福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売払いその

他の契約の一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格（以下「入札参加

資格」という。）を次のように定め、平成27年７月１日から施行する。

　福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売払いその他の契約の一般

競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格（平成25年１月福岡県告示第117

号。以下「旧告示」という。）は、平成27年６月30日限り廃止する。

　なお、この告示の施行前に、旧告示に基づいて決定された入札参加資格は、この告示

により決定されたものとみなす。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

第１　競争入札に参加することができない者

１　地方自治法施行令第167条の４第１項各号のいずれかに該当する者（特別の理由

がある場合を除く。）

２　地方自治法施行令第167条の４第２項各号のいずれかに該当する事実があった後

２年を経過しない者及びその者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人と

して使用する者

３　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条

第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であってその役

員が暴力団員であるもの（それぞれ１に該当する者を除く。）

４　競争入札参加資格審査申請書（電子計算処理組織（知事の使用に係る電子計算機

（入力装置を含む。以下同じ。）と入札参加資格を得ようとする者の使用に係る電

子計算機を電気通信回線で接続したものをいう。）による電磁的記録を含む。）及

び添付書類に故意に虚偽の事実を記載した者

５　営業に関し許可、認可等を必要とする場合において、これを得ていない者

６　原則として、同種の営業を引き続き２年以上営んでいない者

第２　入札参加資格

１　入札参加資格の等級は、ＡＡ、Ａ及びＢに区分し、それぞれの等級への格付の基

準は、知事が別に定める。

２　知事は、入札参加資格審査の申請があったときは、次に掲げる事項について行っ

た審査の結果を別に定める基準により総合的に勘案した上で、入札参加資格を決定

するものとする。

　　⑴　従業員数

　　⑵　年間売上高

　　⑶　自己資本金

　　⑷　流動比率

　　⑸　経営年数

　　⑹　地域貢献活動項目（具体的な内容については、知事が別に定める。）

第３　入札参加資格審査申請の方法等

　１　申請の方法

　入札参加資格を得ようとする者は、知事が別に定めるところにより、競争入札参

加資格審査申請書及び添付書類を知事に提出するものとする。

　２　申請の時期

　競争入札参加資格審査申請書の提出期間は、毎年７月１日から同月末日までとす

る。ただし、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（

平成７年政令第372号）の適用を受ける契約の締結が見込まれるときその他知事が

特に必要と認めるときは、この限りでない。

第４　入札参加資格の有効期間

　入札参加資格の有効期間は、資格を取得したときから同日以後における最初の登

録基準年（2015年以後の２年ごとの年をいう。）の９月末日までとする。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第535号

　急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第57号）第３条第１項

の規定に基づき、次の土地の区域を急傾斜地崩壊危険区域として指定するので、同条第

３項の規定により公示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　区域の名称　　　新町

２　区域の所在地　　鞍手郡小竹町大字新多字上日

３　土地の表示

　次に掲げる地番の土地に存する標柱番号１号から18号までを順次結んだ線及び標柱

番号１号と18号とを結んだ線に囲まれた区域

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第536号

　保安林の指定をする予定であるので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の２の

規定により次のように告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　　糸島市二丈鹿家字七曲2294の32

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

糸島市役所に備え置いて縦覧に供する。）

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第537号

　農林水産大臣から、次のように保安林の指定の解除をしようとする旨の通知を受けた

ので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　解除予定保安林の所在場所

　　八女市矢部村矢部字琵琶瀬1801の22

２　保安林として指定された目的

　　土砂の流出の防備

３　解除の理由

　　道路用地とするため
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第538号

　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第１項の規定に基づき、「福岡県

の希少野生生物－福岡県レッドデータブック」の販売代金の収納の事務を次の者に委託

したので、同条第２項の規定により告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　 　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　　福津市日蒔野五丁目17番31及び17番34から17番38まで

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　福岡市中央区高砂二丁目８番１号

　　セキスイハイム九州株式会社

　　代表取締役　黒木　和清

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　　宗像市陵巌寺一丁目463番１、463番２及び463番３

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　福岡市東区美和台三丁目34番12号

　　有限会社　福三

　　代表取締役　堺　勇
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　大野城市白木原一丁目226番１、226番５、227番７の一部、228番１、228番３の一

部、228番５、228番６、228番９、228番11、228番12及び228番13

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　大野城市白木原五丁目１番24号

　　森山興産有限会社

　　代表取締役　森山　ヒサ子
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　大規模小売店舗立地法（平成 10 年法律第 91 号。以下「法」という。）第６条第１項

の規定による届出について、法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の

概要を、同条第３項の規定により次のとおり公告する。

　なお、当該意見は、この公告の日から１月間、福岡県商工部中小企業振興課及び飯塚

中小企業振興事務所において縦覧に供する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　⑴　名　称　ダイレックス飯塚店

　⑵　所在地　飯塚市堀池池内 87－１　外

２　法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概要

　　意見なし
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第18条第１項の規定に基づき開催される第225回

福岡県都市計画審議会が次のように公開されるので、公告する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　日時

　　平成27年６月５日　午前10時30分

２　会場

　　福岡市博多区千代一丁目20番31号

　　ホテルレガロ福岡　レガロホールA

３　予定議案

　　福岡県都市計画基本方針の改定について

４　審議会の公開

　本審議会の傍聴を希望する者は、審議会当日、会場にて開会の30分前から傍聴券を

交付するので、受付に申し込むこと。ただし、傍聴券に限りがあるため、申込多数の

場合は抽選となることがある。

　福岡県選挙管理委員会告示第59号

　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第６条第１項の規定に基づき、次の政治団

体から政治団体設立届があったので、同法第７条の２第１項の規定により次のとおり告

示する。

　　平成27年５月29日

福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　

　　　　告　　　示（第526号－第538号）

○都市計画事業の事業計画の変更の認可 （下 水 道 課）……………１

○生活保護法に基づく介護機関の指定 （保護・援護課）……………２

○生活保護法に基づく指定介護機関の名称及び所在地の変更

（保護・援護課）……………２

○生活保護法に基づく指定介護機関の廃止 （保護・援護課）……………３

○生活保護法に基づく医療機関の指定 （保護・援護課）……………３

○生活保護法に基づく指定医療機関の廃止 （保護・援護課）……………４

○生活保護法に基づく施術者の指定 （保護・援護課）……………５

○生活保護法に基づく指定を受けた施術者の廃止 （保護・援護課）……………５

○福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売払いそ

　の他の契約の一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な

　資格　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務事務センター）……………６

○急傾斜地崩壊危険区域の指定 （砂　防　課）……………７

○保安林予定森林の所在場所等 （農山漁村振興課）……………７

○解除予定保安林に関する農林水産大臣からの通知　（農山漁村振興課）……………８

○「福岡県の希少野生生物－福岡県レッドデータブック」の販売代金

　の収納の事務の委託 （自然環境課）……………８

　　　　公　　　告

○開発行為に関する工事の完了 （都市計画課）……………８

○開発行為に関する工事の完了 （都市計画課）……………９

○開発行為に関する工事の完了 （都市計画課）……………９

○大規模小売店舗立地法に基づき市町村から聴取した意見等

（中小企業振興課）……………９

○福岡県都市計画審議会の開催 （都市計画課）……………９

　　　　選挙管理委員会

○政治団体の設立届 （市町村支援課）……………10

○政治団体の届出事項の異動届 （市町村支援課）……………11

○政治団体の解散届 （市町村支援課）……………12

○資金管理団体の指定届 （市町村支援課）……………13

○資金管理団体の届出事項の異動届 （市町村支援課）……………13

○資金管理団体の指定の取消等の届出 （市町村支援課）……………14

　　　　公安委員会

○福岡県行政手続条例に基づく意見募集の結果の告示

 （警察本部交通企画課）……………15

　福岡県告示第526号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成23年３月福

岡県告示第587号八女都市計画下水道事業八女市公共下水道の事業計画の変更を認可し

たので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次のように告示す

る。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　施行者の名称

　　八女市

２　都市計画事業の種類及び名称

　　八女都市計画下水道事業八女市公共下水道

３　事業施行期間

　　平成10年12月25日から平成30年３月31日まで

４　事業地

　⑴　収用の部分

　　　平成23年福岡県告示第587号の事業地に次の区域を加える。

　　八女市　亀甲　字後田、字西ノ前、字前田、字村中、字東原、

　　　　　　　　　字山ノ上の各字の一部

　　　　　　室岡　字護摩田の全部並びに字岡山、字吉泉、字久保田、字山ノ上、

　　　　　　　　　字四丁堀、字志計、字陣ノ前、字西山ノ上、字折部屋敷、字前畑、

　　　　　　　　　字中小路、字中道、字長畑、字辻、字田代一、字田代二、

　　　　　　　　　字北小路、字掘見手、字野口、字弥五郎の各字の一部

　⑵　使用の部分

　　　なし
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第527号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条の２第１項（中国残留邦人等の円滑な帰

国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律

（平成６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４項においてその例によるもの

とされた場合を含む。）の規定に基づき、介護機関の指定をしたので、生活保護法第55

条の３（法第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定によ

り次のように告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第528号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条の２第４項において準用する同法第50条

の２（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定

配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号。以下「法」という。）第14条

第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定に基づき、指定介護機

関から名称及び所在地の変更の届出があったので、生活保護法第55条の３（法第14条第

４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定により次のように告示す

る。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　名称の変更

２　所在地の変更

Ｈ 27・４・１
朝倉介薬
52

フラワー薬局
西町店

朝倉市杷木寒水１－１ 居管・予居管

Ｈ 15・２・１飯居363
グループホーム
さくら

飯塚市秋松709－11 認共・予認共

Ｈ 27・４・１大野居91 のいえ大野城南 大野城市牛頸四丁目５－３ 小居・予小居

指定番号 名　　　称 所　　在　　地 指定年月日 サービス項目

Ｈ 27・４・１飯居258
デイサービスセン
ターわかば

デイサービスセン
ターわかな

飯塚市小正中田21－
６

指定番号 旧　名　称 新　名　称 所　在　地 変更年月日

Ｈ 27・４・１直支32
アップルハートち
くほうケアプラン
センター

アップルハート筑
豊ケアプランセン
ター

直方市大字上頓野
2123－１　有田ビル
１F

Ｈ 27・４・１粕支18
アップルハート糟
屋広域ケアプラン
センター

アップルハート糟
屋ケアプランセン
ター

糟屋郡志免町大字南
里11－５

名　　　称 旧所在地 新所在地 変更年月日

Ｈ 27・３・１

指定番号

粕介薬
142

美咲薬局
糟屋郡新宮町美咲二丁
目８－５（プラザ井上
201）

糟屋郡新宮町美咲二丁
目８－５（コスモス
BLD.５　201）

Ｈ 27・４・１柳居56
訪問看護ス
テーション
cuore

柳川市三橋町吉開745
－１

柳川市三橋町蒲船津
371－５

Ｈ 27・４・１直居148
ヘルパース
テーション
　リーベ

直方市大字感田3221－
１シュトラント感田
A105号

直方市大字下新入1293
－２

Ｈ 22・１・１
糸島地介
薬17

前原薬局 糸島市前原79－21
糸島市前原中央二丁目
13－22

Ｈ 27・４・１柳居56
ヘルパース
テーション
HARU

柳川市三橋町吉開745
－１

柳川市三橋町蒲船津
371－５

嘉麻支22
ケアプラン
センターほ
っと

嘉麻市山野1116－１ 嘉麻市飯田69－３

指定番号 名　　　称 所　　在　　地 指定年月日

Ｈ 25・６・１春生164
医療法人たけの内科ク
リニック

春日市春日原北町三丁目63－１

Ｈ 27・４・１糸島地生
101

いとしまさかい整形外
科医院

糸島市加布里29－２

Ｈ 27・４・１糸島地生
100

おくホームクリニック 糸島市志摩稲留５

Ｈ 27・５・１筑生102
よしむら皮ふクリニッ
ク

筑後市大字尾島190番地１

Ｈ 27・４・１朝倉生65 宮野診療所 朝倉市宮野1881－１

Ｈ 27・５・１小生106
山口整形外科クリニッ
ク

小郡市三国が丘一丁目50－２

Ｈ 27・４・１北筑後生
106

ふくしま整形外科
三井郡大刀洗町大字高樋2477番
地３

Ｈ 27・４・１宗遠生14 芦屋中央病院 遠賀郡芦屋町幸町８番30号

Ｈ 27・５・１宗遠生15
いわくまハートクリニ
ック

遠賀郡岡垣町公園通り三丁目１
－35

Ｈ 27・４・１像生歯73 たろう歯科クリニック 宗像市田熊三丁目７－20－101
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▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第531号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第50条の２（中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成

６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４項においてその例によるものとされ

た場合を含む。）の規定に基づき、指定医療機関から廃止の届出があったので、生活保

護法第55条の３（法第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の

規定により次のように告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第532号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条第１項（中国残留邦人等の円滑な帰国の

促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平

成６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４項においてその例によるものとさ

れた場合を含む。）の規定に基づき、施術者の指定をしたので、生活保護法第55条の３

（法第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定により次の

ように告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　 ▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第533号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条第２項において準用する同法第50条の２

（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶

者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４

項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定に基づき、指定を受けた施

術者から廃止の届出があったので、生活保護法第55条の３（法第14条第４項においてそ

の例によるものとされた場合を含む。）の規定により次のように告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第534号

　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５第１項及び第167条の11第２項

の規定に基づき、福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売払いその

他の契約の一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格（以下「入札参加

資格」という。）を次のように定め、平成27年７月１日から施行する。

　福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売払いその他の契約の一般

競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格（平成25年１月福岡県告示第117

号。以下「旧告示」という。）は、平成27年６月30日限り廃止する。

　なお、この告示の施行前に、旧告示に基づいて決定された入札参加資格は、この告示

により決定されたものとみなす。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

第１　競争入札に参加することができない者

１　地方自治法施行令第167条の４第１項各号のいずれかに該当する者（特別の理由

がある場合を除く。）

２　地方自治法施行令第167条の４第２項各号のいずれかに該当する事実があった後

２年を経過しない者及びその者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人と

して使用する者

３　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条

第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であってその役

員が暴力団員であるもの（それぞれ１に該当する者を除く。）

４　競争入札参加資格審査申請書（電子計算処理組織（知事の使用に係る電子計算機

（入力装置を含む。以下同じ。）と入札参加資格を得ようとする者の使用に係る電

子計算機を電気通信回線で接続したものをいう。）による電磁的記録を含む。）及

び添付書類に故意に虚偽の事実を記載した者

５　営業に関し許可、認可等を必要とする場合において、これを得ていない者

６　原則として、同種の営業を引き続き２年以上営んでいない者

第２　入札参加資格

１　入札参加資格の等級は、ＡＡ、Ａ及びＢに区分し、それぞれの等級への格付の基

準は、知事が別に定める。

２　知事は、入札参加資格審査の申請があったときは、次に掲げる事項について行っ

た審査の結果を別に定める基準により総合的に勘案した上で、入札参加資格を決定

するものとする。

　　⑴　従業員数

　　⑵　年間売上高

　　⑶　自己資本金

　　⑷　流動比率

　　⑸　経営年数

　　⑹　地域貢献活動項目（具体的な内容については、知事が別に定める。）

第３　入札参加資格審査申請の方法等

　１　申請の方法

　入札参加資格を得ようとする者は、知事が別に定めるところにより、競争入札参

加資格審査申請書及び添付書類を知事に提出するものとする。

　２　申請の時期

　競争入札参加資格審査申請書の提出期間は、毎年７月１日から同月末日までとす

る。ただし、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（

平成７年政令第372号）の適用を受ける契約の締結が見込まれるときその他知事が

特に必要と認めるときは、この限りでない。

第４　入札参加資格の有効期間

　入札参加資格の有効期間は、資格を取得したときから同日以後における最初の登

録基準年（2015年以後の２年ごとの年をいう。）の９月末日までとする。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第535号

　急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第57号）第３条第１項

の規定に基づき、次の土地の区域を急傾斜地崩壊危険区域として指定するので、同条第

３項の規定により公示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　区域の名称　　　新町

２　区域の所在地　　鞍手郡小竹町大字新多字上日

３　土地の表示

　次に掲げる地番の土地に存する標柱番号１号から18号までを順次結んだ線及び標柱

番号１号と18号とを結んだ線に囲まれた区域

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第536号

　保安林の指定をする予定であるので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の２の

規定により次のように告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　　糸島市二丈鹿家字七曲2294の32

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

糸島市役所に備え置いて縦覧に供する。）

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第537号

　農林水産大臣から、次のように保安林の指定の解除をしようとする旨の通知を受けた

ので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　解除予定保安林の所在場所

　　八女市矢部村矢部字琵琶瀬1801の22

２　保安林として指定された目的

　　土砂の流出の防備

３　解除の理由

　　道路用地とするため
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第538号

　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第１項の規定に基づき、「福岡県

の希少野生生物－福岡県レッドデータブック」の販売代金の収納の事務を次の者に委託

したので、同条第２項の規定により告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　 　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　　福津市日蒔野五丁目17番31及び17番34から17番38まで

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　福岡市中央区高砂二丁目８番１号

　　セキスイハイム九州株式会社

　　代表取締役　黒木　和清

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　　宗像市陵巌寺一丁目463番１、463番２及び463番３

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　福岡市東区美和台三丁目34番12号

　　有限会社　福三

　　代表取締役　堺　勇
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　大野城市白木原一丁目226番１、226番５、227番７の一部、228番１、228番３の一

部、228番５、228番６、228番９、228番11、228番12及び228番13

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　大野城市白木原五丁目１番24号

　　森山興産有限会社

　　代表取締役　森山　ヒサ子
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　大規模小売店舗立地法（平成 10 年法律第 91 号。以下「法」という。）第６条第１項

の規定による届出について、法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の

概要を、同条第３項の規定により次のとおり公告する。

　なお、当該意見は、この公告の日から１月間、福岡県商工部中小企業振興課及び飯塚

中小企業振興事務所において縦覧に供する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　⑴　名　称　ダイレックス飯塚店

　⑵　所在地　飯塚市堀池池内 87－１　外

２　法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概要

　　意見なし
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第18条第１項の規定に基づき開催される第225回

福岡県都市計画審議会が次のように公開されるので、公告する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　日時

　　平成27年６月５日　午前10時30分

２　会場

　　福岡市博多区千代一丁目20番31号

　　ホテルレガロ福岡　レガロホールA

３　予定議案

　　福岡県都市計画基本方針の改定について

４　審議会の公開

　本審議会の傍聴を希望する者は、審議会当日、会場にて開会の30分前から傍聴券を

交付するので、受付に申し込むこと。ただし、傍聴券に限りがあるため、申込多数の

場合は抽選となることがある。

　福岡県選挙管理委員会告示第59号

　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第６条第１項の規定に基づき、次の政治団

体から政治団体設立届があったので、同法第７条の２第１項の規定により次のとおり告

示する。

　　平成27年５月29日

福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　

　　　　告　　　示（第526号－第538号）

○都市計画事業の事業計画の変更の認可 （下 水 道 課）……………１

○生活保護法に基づく介護機関の指定 （保護・援護課）……………２

○生活保護法に基づく指定介護機関の名称及び所在地の変更

（保護・援護課）……………２

○生活保護法に基づく指定介護機関の廃止 （保護・援護課）……………３

○生活保護法に基づく医療機関の指定 （保護・援護課）……………３

○生活保護法に基づく指定医療機関の廃止 （保護・援護課）……………４

○生活保護法に基づく施術者の指定 （保護・援護課）……………５

○生活保護法に基づく指定を受けた施術者の廃止 （保護・援護課）……………５

○福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売払いそ

　の他の契約の一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な

　資格　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務事務センター）……………６

○急傾斜地崩壊危険区域の指定 （砂　防　課）……………７

○保安林予定森林の所在場所等 （農山漁村振興課）……………７

○解除予定保安林に関する農林水産大臣からの通知　（農山漁村振興課）……………８

○「福岡県の希少野生生物－福岡県レッドデータブック」の販売代金

　の収納の事務の委託 （自然環境課）……………８

　　　　公　　　告

○開発行為に関する工事の完了 （都市計画課）……………８

○開発行為に関する工事の完了 （都市計画課）……………９

○開発行為に関する工事の完了 （都市計画課）……………９

○大規模小売店舗立地法に基づき市町村から聴取した意見等

（中小企業振興課）……………９

○福岡県都市計画審議会の開催 （都市計画課）……………９

　　　　選挙管理委員会

○政治団体の設立届 （市町村支援課）……………10

○政治団体の届出事項の異動届 （市町村支援課）……………11

○政治団体の解散届 （市町村支援課）……………12

○資金管理団体の指定届 （市町村支援課）……………13

○資金管理団体の届出事項の異動届 （市町村支援課）……………13

○資金管理団体の指定の取消等の届出 （市町村支援課）……………14

　　　　公安委員会

○福岡県行政手続条例に基づく意見募集の結果の告示

 （警察本部交通企画課）……………15

　福岡県告示第526号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成23年３月福

岡県告示第587号八女都市計画下水道事業八女市公共下水道の事業計画の変更を認可し

たので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次のように告示す

る。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　施行者の名称

　　八女市

２　都市計画事業の種類及び名称

　　八女都市計画下水道事業八女市公共下水道

３　事業施行期間

　　平成10年12月25日から平成30年３月31日まで

４　事業地

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第529号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第54条の２第４項において準用する同法第50条

の２（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定

配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号。以下「法」という。）第14条

第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定に基づき、指定介護機

関から廃止の届出があったので、生活保護法第55条の３（法第14条第４項においてその

例によるものとされた場合を含む。）の規定により次のように告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第530号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第49条（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並

びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年

法律第30号。以下「法」という。）第14条第４項においてその例によるものとされた場

合を含む。）の規定に基づき、医療機関の指定をしたので、生活保護法第55条の３（法

第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定により次のよう

に告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

ヘルパース
テーション
　リーベ

直方市大字感田3221－
１シュトラント感田
A105号

Ｈ 27・４・１柳居65
ヘルパース
テーション
HARU

柳川市三橋町吉開745
－１

柳川市三橋町蒲船津
371－５

Ｈ 27・４・１宗遠居44
ケアプラン
センターバ
ンビちゃん

遠賀郡水巻町吉田西五
丁目３－16

直方市大字下新入1293
－２

Ｈ 27・２・９
田川居
103

訪問介護ス
マイル

田川郡川崎町大字4471
田川市大字伊加利1076
－５

Ｈ 23・４・５嘉麻支22
ケアプラン
センターほ
っと

嘉麻市山野1116－１ 嘉麻市飯田69－３

指定番号 名　　　称 所　　在　　地 廃止年月日

Ｈ 27・３・31大川介薬
１5

三丸薬局 大川市大字三丸1443－２

Ｈ 27・３・31遠居17
芦屋町　訪問看護ステ
ーション

遠賀郡芦屋町幸町８番30号

Ｈ 27・３・31遠支20
町立芦屋中央病院指定
居宅介護支援事業所

遠賀郡芦屋町幸町８－30

指定番号 名　　　称 所　　在　　地 指定年月日

Ｈ 25・６・１春生164
医療法人たけの内科ク
リニック

春日市春日原北町三丁目63－１

Ｈ 27・４・１糸島地生
101

いとしまさかい整形外
科医院

糸島市加布里29－２

Ｈ 27・４・１糸島地生
100

おくホームクリニック 糸島市志摩稲留５

Ｈ 27・５・１筑生102
よしむら皮ふクリニッ
ク

筑後市大字尾島190番地１

Ｈ 27・４・１朝倉生65 宮野診療所 朝倉市宮野1881－１

Ｈ 27・５・１小生106
山口整形外科クリニッ
ク

小郡市三国が丘一丁目50－２

Ｈ 27・４・１北筑後生
５

ふくしま整形外科
三井郡大刀洗町大字高樋2477番
地３

Ｈ 27・４・１宗遠生14 芦屋中央病院 遠賀郡芦屋町幸町８番30号

Ｈ 27・５・１宗遠生15
いわくまハートクリニ
ック

遠賀郡岡垣町公園通り三丁目１
－35

Ｈ 27・４・１像生歯73 たろう歯科クリニック 宗像市田熊三丁目７－20－101

Ｈ 27・４・１粕生歯56 華歯科 古賀市花見東一丁目10－15

Ｈ 27・４・１行生歯81 仲西歯科医院 行橋市中央三丁目４－７

Ｈ 27・３・１小生歯57 大多和歯科医院 小郡市三沢4151－16

Ｈ 27・４・１南筑後生
歯３

久保田歯科口腔外科医
院

八女郡広川町大字新代623－３

Ｈ 27・４・１大生歯214
大牟田まさむね歯科医
院

大牟田市有明町二丁目２番１号
ワイズスクエア２階

指定番号 氏名又は名称 住所又は所在地 指定年月日

Ｈ 27・４・１飯生マ65
松田　勇蔵（訪問マッサ
ージやまもと治療院）

飯塚市伊岐須281－18

Ｈ 27・４・１飯生マ66
園田　圭太（訪問マッサ
ージなのは）

飯塚市堀池78

三浦　賢次（訪問マッサ
ージ　ツカハラ）

Ｈ 27・３・31糸島地生
89

おくホームクリニック 糸島市志摩稲留５

指定番号 名　　　称 所　　在　　地 廃止年月日

Ｈ 27・３・31大野生78
うえ木こどもクリニッ
ク

大野城市月の浦一丁目25－１

Ｈ 27・３・31糸島地生
19

いとしまさかい整形外
科医院

糸島市加布里29－２

Ｈ 27・３・31朝倉生65 宮野診療所 朝倉市宮野1881－１

Ｈ 27・３・31小生55 林整形外科クリニック 小郡市三国が丘一丁目50－２

Ｈ 27・３・31北筑後生
４

ふくしま整形外科
三井郡大刀洗町大字高樋2477－
３

Ｈ 27・３・31遠生81 青柳医院 遠賀郡遠賀町大字広渡1304

Ｈ 27・３・17飯生104 光井医院 飯塚市伊岐須295

Ｈ 27・２・28小生歯39 大多和歯科医院 小郡市三沢4151－16

Ｈ 27・３・31大生歯214
大牟田まさむね歯科医
院

大牟田市有明町二丁目２－１

Ｈ 27・３・31行生歯78 仲西歯科医院 行橋市中央三丁目４－７

Ｈ 27・３・31遠生９ 町立芦屋中央病院 遠賀郡芦屋町幸町８－30

Ｈ 27・３・28京生97
医療法人井田内科クリ
ニック

京都郡みやこ町豊津403－１



平
成
27
年
5
月
29
日
　
金
曜
日

第
３
６
９
７
号

福
岡

県
公

報
4

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第531号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第50条の２（中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成

６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４項においてその例によるものとされ

た場合を含む。）の規定に基づき、指定医療機関から廃止の届出があったので、生活保

護法第55条の３（法第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の

規定により次のように告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第532号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条第１項（中国残留邦人等の円滑な帰国の

促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平

成６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４項においてその例によるものとさ

れた場合を含む。）の規定に基づき、施術者の指定をしたので、生活保護法第55条の３

（法第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定により次の

ように告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　 ▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第533号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条第２項において準用する同法第50条の２

（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶

者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４

項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定に基づき、指定を受けた施

術者から廃止の届出があったので、生活保護法第55条の３（法第14条第４項においてそ

の例によるものとされた場合を含む。）の規定により次のように告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第534号

　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５第１項及び第167条の11第２項

の規定に基づき、福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売払いその

他の契約の一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格（以下「入札参加

資格」という。）を次のように定め、平成27年７月１日から施行する。

　福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売払いその他の契約の一般

競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格（平成25年１月福岡県告示第117

号。以下「旧告示」という。）は、平成27年６月30日限り廃止する。

　なお、この告示の施行前に、旧告示に基づいて決定された入札参加資格は、この告示

により決定されたものとみなす。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

第１　競争入札に参加することができない者

１　地方自治法施行令第167条の４第１項各号のいずれかに該当する者（特別の理由

がある場合を除く。）

２　地方自治法施行令第167条の４第２項各号のいずれかに該当する事実があった後

２年を経過しない者及びその者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人と

して使用する者

３　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条

第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であってその役

員が暴力団員であるもの（それぞれ１に該当する者を除く。）

４　競争入札参加資格審査申請書（電子計算処理組織（知事の使用に係る電子計算機

（入力装置を含む。以下同じ。）と入札参加資格を得ようとする者の使用に係る電

子計算機を電気通信回線で接続したものをいう。）による電磁的記録を含む。）及

び添付書類に故意に虚偽の事実を記載した者

５　営業に関し許可、認可等を必要とする場合において、これを得ていない者

６　原則として、同種の営業を引き続き２年以上営んでいない者

第２　入札参加資格

１　入札参加資格の等級は、ＡＡ、Ａ及びＢに区分し、それぞれの等級への格付の基

準は、知事が別に定める。

２　知事は、入札参加資格審査の申請があったときは、次に掲げる事項について行っ

た審査の結果を別に定める基準により総合的に勘案した上で、入札参加資格を決定

するものとする。

　　⑴　従業員数

　　⑵　年間売上高

　　⑶　自己資本金

　　⑷　流動比率

　　⑸　経営年数

　　⑹　地域貢献活動項目（具体的な内容については、知事が別に定める。）

第３　入札参加資格審査申請の方法等

　１　申請の方法

　入札参加資格を得ようとする者は、知事が別に定めるところにより、競争入札参

加資格審査申請書及び添付書類を知事に提出するものとする。

　２　申請の時期

　競争入札参加資格審査申請書の提出期間は、毎年７月１日から同月末日までとす

る。ただし、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（

平成７年政令第372号）の適用を受ける契約の締結が見込まれるときその他知事が

特に必要と認めるときは、この限りでない。

第４　入札参加資格の有効期間

　入札参加資格の有効期間は、資格を取得したときから同日以後における最初の登

録基準年（2015年以後の２年ごとの年をいう。）の９月末日までとする。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第535号

　急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第57号）第３条第１項

の規定に基づき、次の土地の区域を急傾斜地崩壊危険区域として指定するので、同条第

３項の規定により公示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　区域の名称　　　新町

２　区域の所在地　　鞍手郡小竹町大字新多字上日

３　土地の表示

　次に掲げる地番の土地に存する標柱番号１号から18号までを順次結んだ線及び標柱

番号１号と18号とを結んだ線に囲まれた区域

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第536号

　保安林の指定をする予定であるので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の２の

規定により次のように告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　　糸島市二丈鹿家字七曲2294の32

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

糸島市役所に備え置いて縦覧に供する。）

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第537号

　農林水産大臣から、次のように保安林の指定の解除をしようとする旨の通知を受けた

ので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　解除予定保安林の所在場所

　　八女市矢部村矢部字琵琶瀬1801の22

２　保安林として指定された目的

　　土砂の流出の防備

３　解除の理由

　　道路用地とするため
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第538号

　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第１項の規定に基づき、「福岡県

の希少野生生物－福岡県レッドデータブック」の販売代金の収納の事務を次の者に委託

したので、同条第２項の規定により告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　 　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　　福津市日蒔野五丁目17番31及び17番34から17番38まで

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　福岡市中央区高砂二丁目８番１号

　　セキスイハイム九州株式会社

　　代表取締役　黒木　和清

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　　宗像市陵巌寺一丁目463番１、463番２及び463番３

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　福岡市東区美和台三丁目34番12号

　　有限会社　福三

　　代表取締役　堺　勇
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　大野城市白木原一丁目226番１、226番５、227番７の一部、228番１、228番３の一

部、228番５、228番６、228番９、228番11、228番12及び228番13

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　大野城市白木原五丁目１番24号

　　森山興産有限会社

　　代表取締役　森山　ヒサ子
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　大規模小売店舗立地法（平成 10 年法律第 91 号。以下「法」という。）第６条第１項

の規定による届出について、法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の

概要を、同条第３項の規定により次のとおり公告する。

　なお、当該意見は、この公告の日から１月間、福岡県商工部中小企業振興課及び飯塚

中小企業振興事務所において縦覧に供する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　⑴　名　称　ダイレックス飯塚店

　⑵　所在地　飯塚市堀池池内 87－１　外

２　法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概要

　　意見なし
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第18条第１項の規定に基づき開催される第225回

福岡県都市計画審議会が次のように公開されるので、公告する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　日時

　　平成27年６月５日　午前10時30分

２　会場

　　福岡市博多区千代一丁目20番31号

　　ホテルレガロ福岡　レガロホールA

３　予定議案

　　福岡県都市計画基本方針の改定について

４　審議会の公開

　本審議会の傍聴を希望する者は、審議会当日、会場にて開会の30分前から傍聴券を

交付するので、受付に申し込むこと。ただし、傍聴券に限りがあるため、申込多数の

場合は抽選となることがある。

　福岡県選挙管理委員会告示第59号

　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第６条第１項の規定に基づき、次の政治団

体から政治団体設立届があったので、同法第７条の２第１項の規定により次のとおり告

示する。

　　平成27年５月29日

福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　

　　　　告　　　示（第526号－第538号）

○都市計画事業の事業計画の変更の認可 （下 水 道 課）……………１

○生活保護法に基づく介護機関の指定 （保護・援護課）……………２

○生活保護法に基づく指定介護機関の名称及び所在地の変更

（保護・援護課）……………２

○生活保護法に基づく指定介護機関の廃止 （保護・援護課）……………３

○生活保護法に基づく医療機関の指定 （保護・援護課）……………３

○生活保護法に基づく指定医療機関の廃止 （保護・援護課）……………４

○生活保護法に基づく施術者の指定 （保護・援護課）……………５

○生活保護法に基づく指定を受けた施術者の廃止 （保護・援護課）……………５

○福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売払いそ

　の他の契約の一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な

　資格　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務事務センター）……………６

○急傾斜地崩壊危険区域の指定 （砂　防　課）……………７

○保安林予定森林の所在場所等 （農山漁村振興課）……………７

○解除予定保安林に関する農林水産大臣からの通知　（農山漁村振興課）……………８

○「福岡県の希少野生生物－福岡県レッドデータブック」の販売代金

　の収納の事務の委託 （自然環境課）……………８

　　　　公　　　告

○開発行為に関する工事の完了 （都市計画課）……………８

○開発行為に関する工事の完了 （都市計画課）……………９

○開発行為に関する工事の完了 （都市計画課）……………９

○大規模小売店舗立地法に基づき市町村から聴取した意見等

（中小企業振興課）……………９

○福岡県都市計画審議会の開催 （都市計画課）……………９

　　　　選挙管理委員会

○政治団体の設立届 （市町村支援課）……………10

○政治団体の届出事項の異動届 （市町村支援課）……………11

○政治団体の解散届 （市町村支援課）……………12

○資金管理団体の指定届 （市町村支援課）……………13

○資金管理団体の届出事項の異動届 （市町村支援課）……………13

○資金管理団体の指定の取消等の届出 （市町村支援課）……………14

　　　　公安委員会

○福岡県行政手続条例に基づく意見募集の結果の告示

 （警察本部交通企画課）……………15

　福岡県告示第526号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成23年３月福

岡県告示第587号八女都市計画下水道事業八女市公共下水道の事業計画の変更を認可し

たので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次のように告示す

る。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　施行者の名称

　　八女市

２　都市計画事業の種類及び名称

　　八女都市計画下水道事業八女市公共下水道

３　事業施行期間

　　平成10年12月25日から平成30年３月31日まで

４　事業地

Ｈ 27・４・１宗遠居44
ケアプラン
センターバ
ンビちゃん

遠賀郡水巻町吉田西５
丁目３－16

直方市大字下新入1293
－２

Ｈ 27・２・９
田川居
103

訪問介護ス
マイル

田川郡川崎町大字4471
田川市大字伊加利1076
－５

ケアプラン
センターほ
っと

Ｈ 27・４・１行生歯81 仲西歯科医院 行橋市中央三丁目４－７

Ｈ 27・５・１像生薬66
そうごう薬局　宗像池
田店

宗像市池田3116－６

Ｈ 27・４・１古生薬29 三気堂薬局　古賀店 古賀市花見南二丁目24－18

Ｈ 27・４・１朝倉生薬
52

フラワー薬局西町店 朝倉市杷木寒水１－１

Ｈ 27・４・１嘉麻生薬
25

株式会社あさひ薬局 嘉麻市漆生1598－２

Ｈ 27・５・１宗遠生薬
４

せせらぎ薬局
遠賀郡岡垣町公園通り三丁目１
－36

Ｈ 27・４・１行生薬75 八景山　はな薬局 行橋市南泉二丁目13－３

Ｈ 27・４・１田川生訪
16

ゆらら訪問看護ステー
ション

田川郡川崎町大字川崎337－10

Ｈ 26・10・１嘉麻生訪
６

訪問看護ナースステー
ションゆめの樹

嘉麻市鴨生257－32

Ｈ 27・４・１宗遠生訪
５

芦屋訪問看護ステーシ
ョン

遠賀郡芦屋町幸町８－30

Ｈ 27・３・１小生歯57 大多和歯科医院 小郡市三沢4151－16

Ｈ 27・４・１南筑後生
歯３

久保田歯科口腔外科医
院

八女郡広川町大字新代623－３

Ｈ 27・４・１大生歯214
大牟田まさむね歯科医
院

大牟田市有明町二丁目２番１号
ワイズスクエア２階

Ｈ 27・４・１粕生薬159 あおい薬局
糟屋郡宇美町大字宇美４－１－
３丸和メディカルビル３F

Ｈ 27・３・31糸島地生
89

おくホームクリニック 糸島市志摩稲留５

指定番号 名　　　称 所　　在　　地 廃止年月日

Ｈ 27・３・31大野生78
うえ木こどもクリニッ
ク

大野城市月の浦一丁目25－１

Ｈ 27・３・31糸島地生
19

いとしまさかい整形外
科医院

糸島市加布里29－２

Ｈ 27・３・31朝倉生26 宮野診療所 朝倉市宮野1881－１

Ｈ 27・３・31小生55 林整形外科クリニック 小郡市三国が丘一丁目50－２

Ｈ 27・３・31北筑後生
４

ふくしま整形外科
三井郡大刀洗町大字高樋2477－
３

Ｈ 27・３・31遠生81 青柳医院 遠賀郡遠賀町大字広渡1304

Ｈ 27・３・17飯生104 光井医院 飯塚市伊岐須295

Ｈ 27・２・28小生歯39 大多和歯科医院 小郡市三沢4151－16

Ｈ 27・３・31大生歯214
大牟田まさむね歯科医
院

大牟田市有明町二丁目２－１

Ｈ 27・３・31行生歯78 仲西歯科医院 行橋市中央三丁目４－７

Ｈ 27・３・31み生薬10 かえで薬局 みやま市瀬高町太神1349－10

Ｈ 27・３・31嘉麻生薬
13

有限会社さざんか薬局 嘉麻市漆生1598－２

Ｈ 27・３・31遠生薬29 めぐみ調剤薬局 遠賀郡遠賀町大字広渡1309－２

Ｈ 27・３・31像生薬44 みなみ薬局 宗像市自由ヶ丘十一丁目13－９

Ｈ 27・３・31朝倉生薬
36

西町調剤薬局 朝倉市杷木池田757－７

Ｈ 27・３・31大川生薬
15

三丸薬局 大川市大字三丸1443－２

Ｈ 27・３・31遠生９ 町立芦屋中央病院 遠賀郡芦屋町幸町８－30

Ｈ 27・３・28京生97
医療法人井田内科クリ
ニック

京都郡みやこ町豊津403－１
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▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第531号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第50条の２（中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成

６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４項においてその例によるものとされ

た場合を含む。）の規定に基づき、指定医療機関から廃止の届出があったので、生活保

護法第55条の３（法第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の

規定により次のように告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第532号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条第１項（中国残留邦人等の円滑な帰国の

促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平

成６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４項においてその例によるものとさ

れた場合を含む。）の規定に基づき、施術者の指定をしたので、生活保護法第55条の３

（法第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定により次の

ように告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　 ▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第533号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条第２項において準用する同法第50条の２

（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶

者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４

項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定に基づき、指定を受けた施

術者から廃止の届出があったので、生活保護法第55条の３（法第14条第４項においてそ

の例によるものとされた場合を含む。）の規定により次のように告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第534号

　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５第１項及び第167条の11第２項

の規定に基づき、福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売払いその

他の契約の一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格（以下「入札参加

資格」という。）を次のように定め、平成27年７月１日から施行する。

　福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売払いその他の契約の一般

競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格（平成25年１月福岡県告示第117

号。以下「旧告示」という。）は、平成27年６月30日限り廃止する。

　なお、この告示の施行前に、旧告示に基づいて決定された入札参加資格は、この告示

により決定されたものとみなす。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

第１　競争入札に参加することができない者

１　地方自治法施行令第167条の４第１項各号のいずれかに該当する者（特別の理由

がある場合を除く。）

２　地方自治法施行令第167条の４第２項各号のいずれかに該当する事実があった後

２年を経過しない者及びその者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人と

して使用する者

３　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条

第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であってその役

員が暴力団員であるもの（それぞれ１に該当する者を除く。）

４　競争入札参加資格審査申請書（電子計算処理組織（知事の使用に係る電子計算機

（入力装置を含む。以下同じ。）と入札参加資格を得ようとする者の使用に係る電

子計算機を電気通信回線で接続したものをいう。）による電磁的記録を含む。）及

び添付書類に故意に虚偽の事実を記載した者

５　営業に関し許可、認可等を必要とする場合において、これを得ていない者

６　原則として、同種の営業を引き続き２年以上営んでいない者

第２　入札参加資格

１　入札参加資格の等級は、ＡＡ、Ａ及びＢに区分し、それぞれの等級への格付の基

準は、知事が別に定める。

２　知事は、入札参加資格審査の申請があったときは、次に掲げる事項について行っ

た審査の結果を別に定める基準により総合的に勘案した上で、入札参加資格を決定

するものとする。

　　⑴　従業員数

　　⑵　年間売上高

　　⑶　自己資本金

　　⑷　流動比率

　　⑸　経営年数

　　⑹　地域貢献活動項目（具体的な内容については、知事が別に定める。）

第３　入札参加資格審査申請の方法等

　１　申請の方法

　入札参加資格を得ようとする者は、知事が別に定めるところにより、競争入札参

加資格審査申請書及び添付書類を知事に提出するものとする。

　２　申請の時期

　競争入札参加資格審査申請書の提出期間は、毎年７月１日から同月末日までとす

る。ただし、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（

平成７年政令第372号）の適用を受ける契約の締結が見込まれるときその他知事が

特に必要と認めるときは、この限りでない。

第４　入札参加資格の有効期間

　入札参加資格の有効期間は、資格を取得したときから同日以後における最初の登

録基準年（2015年以後の２年ごとの年をいう。）の９月末日までとする。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第535号

　急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第57号）第３条第１項

の規定に基づき、次の土地の区域を急傾斜地崩壊危険区域として指定するので、同条第

３項の規定により公示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　区域の名称　　　新町

２　区域の所在地　　鞍手郡小竹町大字新多字上日

３　土地の表示

　次に掲げる地番の土地に存する標柱番号１号から18号までを順次結んだ線及び標柱

番号１号と18号とを結んだ線に囲まれた区域

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第536号

　保安林の指定をする予定であるので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の２の

規定により次のように告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　　糸島市二丈鹿家字七曲2294の32

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

糸島市役所に備え置いて縦覧に供する。）

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第537号

　農林水産大臣から、次のように保安林の指定の解除をしようとする旨の通知を受けた

ので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　解除予定保安林の所在場所

　　八女市矢部村矢部字琵琶瀬1801の22

２　保安林として指定された目的

　　土砂の流出の防備

３　解除の理由

　　道路用地とするため
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第538号

　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第１項の規定に基づき、「福岡県

の希少野生生物－福岡県レッドデータブック」の販売代金の収納の事務を次の者に委託

したので、同条第２項の規定により告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　 　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　　福津市日蒔野五丁目17番31及び17番34から17番38まで

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　福岡市中央区高砂二丁目８番１号

　　セキスイハイム九州株式会社

　　代表取締役　黒木　和清

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　　宗像市陵巌寺一丁目463番１、463番２及び463番３

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　福岡市東区美和台三丁目34番12号

　　有限会社　福三

　　代表取締役　堺　勇
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　大野城市白木原一丁目226番１、226番５、227番７の一部、228番１、228番３の一

部、228番５、228番６、228番９、228番11、228番12及び228番13

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　大野城市白木原五丁目１番24号

　　森山興産有限会社

　　代表取締役　森山　ヒサ子
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　大規模小売店舗立地法（平成 10 年法律第 91 号。以下「法」という。）第６条第１項

の規定による届出について、法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の

概要を、同条第３項の規定により次のとおり公告する。

　なお、当該意見は、この公告の日から１月間、福岡県商工部中小企業振興課及び飯塚

中小企業振興事務所において縦覧に供する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　⑴　名　称　ダイレックス飯塚店

　⑵　所在地　飯塚市堀池池内 87－１　外

２　法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概要

　　意見なし
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第18条第１項の規定に基づき開催される第225回

福岡県都市計画審議会が次のように公開されるので、公告する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　日時

　　平成27年６月５日　午前10時30分

２　会場

　　福岡市博多区千代一丁目20番31号

　　ホテルレガロ福岡　レガロホールA

３　予定議案

　　福岡県都市計画基本方針の改定について

４　審議会の公開

　本審議会の傍聴を希望する者は、審議会当日、会場にて開会の30分前から傍聴券を

交付するので、受付に申し込むこと。ただし、傍聴券に限りがあるため、申込多数の

場合は抽選となることがある。

　福岡県選挙管理委員会告示第59号

　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第６条第１項の規定に基づき、次の政治団

体から政治団体設立届があったので、同法第７条の２第１項の規定により次のとおり告

示する。

　　平成27年５月29日

福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　

　　　　告　　　示（第526号－第538号）

○都市計画事業の事業計画の変更の認可 （下 水 道 課）……………１

○生活保護法に基づく介護機関の指定 （保護・援護課）……………２

○生活保護法に基づく指定介護機関の名称及び所在地の変更

（保護・援護課）……………２

○生活保護法に基づく指定介護機関の廃止 （保護・援護課）……………３

○生活保護法に基づく医療機関の指定 （保護・援護課）……………３

○生活保護法に基づく指定医療機関の廃止 （保護・援護課）……………４

○生活保護法に基づく施術者の指定 （保護・援護課）……………５

○生活保護法に基づく指定を受けた施術者の廃止 （保護・援護課）……………５

○福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売払いそ

　の他の契約の一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な

　資格　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務事務センター）……………６

○急傾斜地崩壊危険区域の指定 （砂　防　課）……………７

○保安林予定森林の所在場所等 （農山漁村振興課）……………７

○解除予定保安林に関する農林水産大臣からの通知　（農山漁村振興課）……………８

○「福岡県の希少野生生物－福岡県レッドデータブック」の販売代金

　の収納の事務の委託 （自然環境課）……………８

　　　　公　　　告

○開発行為に関する工事の完了 （都市計画課）……………８

○開発行為に関する工事の完了 （都市計画課）……………９

○開発行為に関する工事の完了 （都市計画課）……………９

○大規模小売店舗立地法に基づき市町村から聴取した意見等

（中小企業振興課）……………９

○福岡県都市計画審議会の開催 （都市計画課）……………９

　　　　選挙管理委員会

○政治団体の設立届 （市町村支援課）……………10

○政治団体の届出事項の異動届 （市町村支援課）……………11

○政治団体の解散届 （市町村支援課）……………12

○資金管理団体の指定届 （市町村支援課）……………13

○資金管理団体の届出事項の異動届 （市町村支援課）……………13

○資金管理団体の指定の取消等の届出 （市町村支援課）……………14

　　　　公安委員会

○福岡県行政手続条例に基づく意見募集の結果の告示

 （警察本部交通企画課）……………15

　福岡県告示第526号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成23年３月福

岡県告示第587号八女都市計画下水道事業八女市公共下水道の事業計画の変更を認可し

たので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次のように告示す

る。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　施行者の名称

　　八女市

２　都市計画事業の種類及び名称

　　八女都市計画下水道事業八女市公共下水道

３　事業施行期間

　　平成10年12月25日から平成30年３月31日まで

４　事業地

指定番号 氏名又は名称 住所又は所在地 指定年月日

Ｈ 27・４・１飯生マ65
松田　勇蔵（訪問マッサ
ージやまもと治療院）

飯塚市伊岐須281－18

Ｈ 27・４・１飯生マ66
園田　圭太（訪問マッサ
ージなのは）

飯塚市堀池78

Ｈ 27・４・８飯生マ67
三浦　賢次（訪問マッサ
ージ　ツカハラ）

飯塚市弁分533－１

Ｈ 27・４・８飯生マ68
松村　ひとみ（訪問マッ
サージ　ツカハラ）

飯塚市弁分533－１

Ｈ 27・４・１飯生柔72
松田　圭一（飯塚整骨院
）

飯塚市鯰田1698－３

Ｈ 27・４・21飯生柔73
飯田　直祐（ベースボー
ル整骨院）

飯塚市柏の森13－77ＨＷＴ柏の
森102号

Ｈ 27・４・19飯生柔74
守永　一彦（田口整骨院
　飯塚院）

飯塚市有安1039－１

柳生柔28
松尾　拓尚（しらとり整
骨院）

柳川市三橋町白鳥483－２

Ｈ 27・５・１像生薬66
そうごう薬局　宗像池
田店

宗像市池田3116－６

Ｈ 27・４・１古生薬29 三気堂薬局　古賀店 古賀市花見南二丁目24－18

Ｈ 27・４・１朝倉生薬
52

フラワー薬局西町店 朝倉市杷木寒水１－１

Ｈ 27・４・１嘉麻生薬
25

株式会社あさひ薬局 嘉麻市漆生1598－２

Ｈ 27・５・１宗遠生薬
４

せせらぎ薬局
遠賀郡岡垣町公園通り三丁目１
－36

Ｈ 27・４・１行生薬75 八景山　はな薬局 行橋市南泉二丁目13－３

Ｈ 27・４・１田川生訪
16

ゆらら訪問看護ステー
ション

田川郡川崎町大字川崎337－10

Ｈ 26・10・１嘉麻生訪
６

訪問看護ナースステー
ションゆめの樹

嘉麻市鴨生257－32

Ｈ 27・４・１宗遠生訪
５

芦屋訪問看護ステーシ
ョン

遠賀郡芦屋町幸町８－30

粕生薬159 あおい薬局
糟屋郡宇美町大字宇美４－１－
３丸和メディカルビル３F

三浦　賢次（訪問マッサ
ージ　ツカハラ）

Ｈ 27・４・８飯生マ68
松村　ひとみ（訪問マッ
サージ　ツカハラ）

飯塚市弁分533－１

Ｈ 27・４・１飯生柔72
松田　圭一（飯塚整骨院
）

飯塚市鯰田1698－３

Ｈ 27・４・21飯生柔73
飯田　直祐（ベースボー
ル整骨院）

飯塚市柏の森13－77ＨＷＴ柏の
森102号

Ｈ 27・４・19飯生柔74
守永　一彦（田口整骨院
飯塚院）

飯塚市有安1039－１

Ｈ 27・４・20柳生柔28
松尾　拓尚（しらとり整
骨院）

柳川市三橋町白鳥483－２

Ｈ 27・５・１小生柔19
井上　朋己（やまむら整
骨院　三国）

小郡市津古475－１

Ｈ 27・４・15春生柔47
森田　祥成（ねこまる整
骨院）

春日市春日原東町二丁目12－２
立花ビルＡ

Ｈ 27・４・15春生柔48
藤原　大樹（ねこまる整
骨院）

春日市春日原東町二丁目12－２
立花ビルＡ

Ｈ 27・４・28像生柔89
野瀬　泰城（なかし接骨
院）

宗像市日の里一丁目22－７

Ｈ 27・４・１朝倉生柔
18

合原　寛（あまぎ整骨院
）

朝倉市甘木1317－１

Ｈ 27・４・３宗遠生柔
20

松本　達也（ＳＴＲＥＸ
ＺＥＮ　ぱるむ整骨院）

遠賀郡遠賀町松の本二丁目10－
36

Ｈ 27・４・１飯生はき
12

花田　亮（訪問はりきゅ
う彩心）

飯塚市相田32－１フラット８仲
江13号

Ｈ 27・４・17粕生はき
10

山田　浩司（うぃんぐ鍼
灸院）

糟屋郡志免町志免四丁目14－３

所　在　地 地　　番 標柱番号

鞍手郡小竹町大字新多字上日 270番４

269番

263番１

265番１

175番１

177番２

168番

166番１

170番１

170番７

171番３

171番１

173番地先道路敷

276番１地先道路敷

１号

２号

３号及び４号

５号及び６号

７号及び８号

９号

10号

11号及び12号

13号

14号

15号

16号

17号

18号

Ｈ 27・３・31み生薬10 かえで薬局 みやま市瀬高町太神1349－10

Ｈ 27・３・31嘉麻生薬
13

有限会社さざんか薬局 嘉麻市漆生1598－２

Ｈ 27・３・31遠生薬29 めぐみ調剤薬局 遠賀郡遠賀町大字広渡1309－２

Ｈ 27・３・31行生薬27 そうごう薬局行橋南店 行橋市南泉二丁目13－３

Ｈ 27・３・31遠生訪６
芦屋町訪問看護ステー
ション

遠賀郡芦屋町幸町８－30

Ｈ 27・３・31朝倉生薬
36

西町調剤薬局 朝倉市杷木池田757－７

Ｈ 27・３・31大川生薬
15

三丸薬局 大川市大字三丸1443－２
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▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第531号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第50条の２（中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成

６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４項においてその例によるものとされ

た場合を含む。）の規定に基づき、指定医療機関から廃止の届出があったので、生活保

護法第55条の３（法第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の

規定により次のように告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第532号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条第１項（中国残留邦人等の円滑な帰国の

促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平

成６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４項においてその例によるものとさ

れた場合を含む。）の規定に基づき、施術者の指定をしたので、生活保護法第55条の３

（法第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定により次の

ように告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　 ▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第533号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条第２項において準用する同法第50条の２

（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶

者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４

項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定に基づき、指定を受けた施

術者から廃止の届出があったので、生活保護法第55条の３（法第14条第４項においてそ

の例によるものとされた場合を含む。）の規定により次のように告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第534号

　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５第１項及び第167条の11第２項

の規定に基づき、福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売払いその

他の契約の一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格（以下「入札参加

資格」という。）を次のように定め、平成27年７月１日から施行する。

　福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売払いその他の契約の一般

競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格（平成25年１月福岡県告示第117

号。以下「旧告示」という。）は、平成27年６月30日限り廃止する。

　なお、この告示の施行前に、旧告示に基づいて決定された入札参加資格は、この告示

により決定されたものとみなす。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

第１　競争入札に参加することができない者

１　地方自治法施行令第167条の４第１項各号のいずれかに該当する者（特別の理由

がある場合を除く。）

２　地方自治法施行令第167条の４第２項各号のいずれかに該当する事実があった後

２年を経過しない者及びその者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人と

して使用する者

３　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条

第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であってその役

員が暴力団員であるもの（それぞれ１に該当する者を除く。）

４　競争入札参加資格審査申請書（電子計算処理組織（知事の使用に係る電子計算機

（入力装置を含む。以下同じ。）と入札参加資格を得ようとする者の使用に係る電

子計算機を電気通信回線で接続したものをいう。）による電磁的記録を含む。）及

び添付書類に故意に虚偽の事実を記載した者

５　営業に関し許可、認可等を必要とする場合において、これを得ていない者

６　原則として、同種の営業を引き続き２年以上営んでいない者

第２　入札参加資格

１　入札参加資格の等級は、ＡＡ、Ａ及びＢに区分し、それぞれの等級への格付の基

準は、知事が別に定める。

２　知事は、入札参加資格審査の申請があったときは、次に掲げる事項について行っ

た審査の結果を別に定める基準により総合的に勘案した上で、入札参加資格を決定

するものとする。

　　⑴　従業員数

　　⑵　年間売上高

　　⑶　自己資本金

　　⑷　流動比率

　　⑸　経営年数

　　⑹　地域貢献活動項目（具体的な内容については、知事が別に定める。）

第３　入札参加資格審査申請の方法等

　１　申請の方法

　入札参加資格を得ようとする者は、知事が別に定めるところにより、競争入札参

加資格審査申請書及び添付書類を知事に提出するものとする。

　２　申請の時期

　競争入札参加資格審査申請書の提出期間は、毎年７月１日から同月末日までとす

る。ただし、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（

平成７年政令第372号）の適用を受ける契約の締結が見込まれるときその他知事が

特に必要と認めるときは、この限りでない。

第４　入札参加資格の有効期間

　入札参加資格の有効期間は、資格を取得したときから同日以後における最初の登

録基準年（2015年以後の２年ごとの年をいう。）の９月末日までとする。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第535号

　急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第57号）第３条第１項

の規定に基づき、次の土地の区域を急傾斜地崩壊危険区域として指定するので、同条第

３項の規定により公示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　区域の名称　　　新町

２　区域の所在地　　鞍手郡小竹町大字新多字上日

３　土地の表示

　次に掲げる地番の土地に存する標柱番号１号から18号までを順次結んだ線及び標柱

番号１号と18号とを結んだ線に囲まれた区域

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第536号

　保安林の指定をする予定であるので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の２の

規定により次のように告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　　糸島市二丈鹿家字七曲2294の32

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

糸島市役所に備え置いて縦覧に供する。）

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第537号

　農林水産大臣から、次のように保安林の指定の解除をしようとする旨の通知を受けた

ので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　解除予定保安林の所在場所

　　八女市矢部村矢部字琵琶瀬1801の22

２　保安林として指定された目的

　　土砂の流出の防備

３　解除の理由

　　道路用地とするため
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第538号

　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第１項の規定に基づき、「福岡県

の希少野生生物－福岡県レッドデータブック」の販売代金の収納の事務を次の者に委託

したので、同条第２項の規定により告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　 　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　　福津市日蒔野五丁目17番31及び17番34から17番38まで

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　福岡市中央区高砂二丁目８番１号

　　セキスイハイム九州株式会社

　　代表取締役　黒木　和清

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　　宗像市陵巌寺一丁目463番１、463番２及び463番３

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　福岡市東区美和台三丁目34番12号

　　有限会社　福三

　　代表取締役　堺　勇
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　大野城市白木原一丁目226番１、226番５、227番７の一部、228番１、228番３の一

部、228番５、228番６、228番９、228番11、228番12及び228番13

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　大野城市白木原五丁目１番24号

　　森山興産有限会社

　　代表取締役　森山　ヒサ子
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　大規模小売店舗立地法（平成 10 年法律第 91 号。以下「法」という。）第６条第１項

の規定による届出について、法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の

概要を、同条第３項の規定により次のとおり公告する。

　なお、当該意見は、この公告の日から１月間、福岡県商工部中小企業振興課及び飯塚

中小企業振興事務所において縦覧に供する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　⑴　名　称　ダイレックス飯塚店

　⑵　所在地　飯塚市堀池池内 87－１　外

２　法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概要

　　意見なし
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第18条第１項の規定に基づき開催される第225回

福岡県都市計画審議会が次のように公開されるので、公告する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　日時

　　平成27年６月５日　午前10時30分

２　会場

　　福岡市博多区千代一丁目20番31号

　　ホテルレガロ福岡　レガロホールA

３　予定議案

　　福岡県都市計画基本方針の改定について

４　審議会の公開

　本審議会の傍聴を希望する者は、審議会当日、会場にて開会の30分前から傍聴券を

交付するので、受付に申し込むこと。ただし、傍聴券に限りがあるため、申込多数の

場合は抽選となることがある。

　福岡県選挙管理委員会告示第59号

　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第６条第１項の規定に基づき、次の政治団

体から政治団体設立届があったので、同法第７条の２第１項の規定により次のとおり告

示する。

　　平成27年５月29日

福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　

　　　　告　　　示（第526号－第538号）

○都市計画事業の事業計画の変更の認可 （下 水 道 課）……………１

○生活保護法に基づく介護機関の指定 （保護・援護課）……………２

○生活保護法に基づく指定介護機関の名称及び所在地の変更

（保護・援護課）……………２

○生活保護法に基づく指定介護機関の廃止 （保護・援護課）……………３

○生活保護法に基づく医療機関の指定 （保護・援護課）……………３

○生活保護法に基づく指定医療機関の廃止 （保護・援護課）……………４

○生活保護法に基づく施術者の指定 （保護・援護課）……………５

○生活保護法に基づく指定を受けた施術者の廃止 （保護・援護課）……………５

○福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売払いそ

　の他の契約の一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な

　資格　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務事務センター）……………６

○急傾斜地崩壊危険区域の指定 （砂　防　課）……………７

○保安林予定森林の所在場所等 （農山漁村振興課）……………７

○解除予定保安林に関する農林水産大臣からの通知　（農山漁村振興課）……………８

○「福岡県の希少野生生物－福岡県レッドデータブック」の販売代金

　の収納の事務の委託 （自然環境課）……………８

　　　　公　　　告

○開発行為に関する工事の完了 （都市計画課）……………８

○開発行為に関する工事の完了 （都市計画課）……………９

○開発行為に関する工事の完了 （都市計画課）……………９

○大規模小売店舗立地法に基づき市町村から聴取した意見等

（中小企業振興課）……………９

○福岡県都市計画審議会の開催 （都市計画課）……………９

　　　　選挙管理委員会

○政治団体の設立届 （市町村支援課）……………10

○政治団体の届出事項の異動届 （市町村支援課）……………11

○政治団体の解散届 （市町村支援課）……………12

○資金管理団体の指定届 （市町村支援課）……………13

○資金管理団体の届出事項の異動届 （市町村支援課）……………13

○資金管理団体の指定の取消等の届出 （市町村支援課）……………14

　　　　公安委員会

○福岡県行政手続条例に基づく意見募集の結果の告示

 （警察本部交通企画課）……………15

　福岡県告示第526号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成23年３月福

岡県告示第587号八女都市計画下水道事業八女市公共下水道の事業計画の変更を認可し

たので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次のように告示す

る。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　施行者の名称

　　八女市

２　都市計画事業の種類及び名称

　　八女都市計画下水道事業八女市公共下水道

３　事業施行期間

　　平成10年12月25日から平成30年３月31日まで

４　事業地

指定番号 氏名又は名称 住所又は所在地 指定年月日

Ｈ 27・３・31八女生マ
11

永冨　和彦（新町マッサ
ージ治療院）

八女市本町２－542

Ｈ 26・12・31大生柔35 倉永駅前整骨院 大牟田市大字倉永83－41

Ｈ 27・４・１大川生柔
27

松隈　禎（いしはら接骨
院）

大川市大字小保467－１

Ｈ 27・５・１小生柔16
田中　真道（やまむら整
骨院　三国）

小郡市津古475－１

Ｈ 27・４・26粕生柔６ 小塩整骨院 糟屋郡粕屋町若宮一丁目３－12

Ｈ 27・４・１粕生柔94
二宮　遼（堺整骨院　志
免）

糟屋郡志免町南里四丁目１－16
－203

Ｈ 27・４・１粕生柔95
原　広大（堺整骨院　志
免）

糟屋郡志免町南里四丁目１－16
－203

Ｈ 27・４・１大川生は
き４

松隈　禎（いしはら接骨
院）

大川市大字小保467－１

委　託　先 所　在　地 委託期間

遠賀郡遠賀町遠賀川一丁目６－19
平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで

有限会社今橋書店

東京都千代田区三番町24－３　三番
町ＭＹビル

平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで

川茂株式会社

福岡市博多区博多駅中央街２番１号
博多バスターミナル６階

平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで

株式会社紀伊國屋書店
福岡本店

Ｈ 27・３・31行生薬27 そうごう薬局行橋南店 行橋市南泉二丁目13－３

Ｈ 27・３・31遠生訪６
芦屋町訪問看護ステー
ション

遠賀郡芦屋町幸町８－30
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▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第531号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第50条の２（中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成

６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４項においてその例によるものとされ

た場合を含む。）の規定に基づき、指定医療機関から廃止の届出があったので、生活保

護法第55条の３（法第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の

規定により次のように告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第532号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条第１項（中国残留邦人等の円滑な帰国の

促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平

成６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４項においてその例によるものとさ

れた場合を含む。）の規定に基づき、施術者の指定をしたので、生活保護法第55条の３

（法第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定により次の

ように告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　 ▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第533号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条第２項において準用する同法第50条の２

（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶

者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４

項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定に基づき、指定を受けた施

術者から廃止の届出があったので、生活保護法第55条の３（法第14条第４項においてそ

の例によるものとされた場合を含む。）の規定により次のように告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第534号

　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５第１項及び第167条の11第２項

の規定に基づき、福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売払いその

他の契約の一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格（以下「入札参加

資格」という。）を次のように定め、平成27年７月１日から施行する。

　福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売払いその他の契約の一般

競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格（平成25年１月福岡県告示第117

号。以下「旧告示」という。）は、平成27年６月30日限り廃止する。

　なお、この告示の施行前に、旧告示に基づいて決定された入札参加資格は、この告示

により決定されたものとみなす。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

第１　競争入札に参加することができない者

１　地方自治法施行令第167条の４第１項各号のいずれかに該当する者（特別の理由

がある場合を除く。）

２　地方自治法施行令第167条の４第２項各号のいずれかに該当する事実があった後

２年を経過しない者及びその者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人と

して使用する者

３　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条

第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であってその役

員が暴力団員であるもの（それぞれ１に該当する者を除く。）

４　競争入札参加資格審査申請書（電子計算処理組織（知事の使用に係る電子計算機

（入力装置を含む。以下同じ。）と入札参加資格を得ようとする者の使用に係る電

子計算機を電気通信回線で接続したものをいう。）による電磁的記録を含む。）及

び添付書類に故意に虚偽の事実を記載した者

５　営業に関し許可、認可等を必要とする場合において、これを得ていない者

６　原則として、同種の営業を引き続き２年以上営んでいない者

第２　入札参加資格

１　入札参加資格の等級は、ＡＡ、Ａ及びＢに区分し、それぞれの等級への格付の基

準は、知事が別に定める。

２　知事は、入札参加資格審査の申請があったときは、次に掲げる事項について行っ

た審査の結果を別に定める基準により総合的に勘案した上で、入札参加資格を決定

するものとする。

　　⑴　従業員数

　　⑵　年間売上高

　　⑶　自己資本金

　　⑷　流動比率

　　⑸　経営年数

　　⑹　地域貢献活動項目（具体的な内容については、知事が別に定める。）

第３　入札参加資格審査申請の方法等

　１　申請の方法

　入札参加資格を得ようとする者は、知事が別に定めるところにより、競争入札参

加資格審査申請書及び添付書類を知事に提出するものとする。

　２　申請の時期

　競争入札参加資格審査申請書の提出期間は、毎年７月１日から同月末日までとす

る。ただし、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（

平成７年政令第372号）の適用を受ける契約の締結が見込まれるときその他知事が

特に必要と認めるときは、この限りでない。

第４　入札参加資格の有効期間

　入札参加資格の有効期間は、資格を取得したときから同日以後における最初の登

録基準年（2015年以後の２年ごとの年をいう。）の９月末日までとする。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第535号

　急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第57号）第３条第１項

の規定に基づき、次の土地の区域を急傾斜地崩壊危険区域として指定するので、同条第

３項の規定により公示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　区域の名称　　　新町

２　区域の所在地　　鞍手郡小竹町大字新多字上日

３　土地の表示

　次に掲げる地番の土地に存する標柱番号１号から18号までを順次結んだ線及び標柱

番号１号と18号とを結んだ線に囲まれた区域

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第536号

　保安林の指定をする予定であるので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の２の

規定により次のように告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　　糸島市二丈鹿家字七曲2294の32

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

糸島市役所に備え置いて縦覧に供する。）

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第537号

　農林水産大臣から、次のように保安林の指定の解除をしようとする旨の通知を受けた

ので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　解除予定保安林の所在場所

　　八女市矢部村矢部字琵琶瀬1801の22

２　保安林として指定された目的

　　土砂の流出の防備

３　解除の理由

　　道路用地とするため
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第538号

　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第１項の規定に基づき、「福岡県

の希少野生生物－福岡県レッドデータブック」の販売代金の収納の事務を次の者に委託

したので、同条第２項の規定により告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　 　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　　福津市日蒔野五丁目17番31及び17番34から17番38まで

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　福岡市中央区高砂二丁目８番１号

　　セキスイハイム九州株式会社

　　代表取締役　黒木　和清

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　　宗像市陵巌寺一丁目463番１、463番２及び463番３

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　福岡市東区美和台三丁目34番12号

　　有限会社　福三

　　代表取締役　堺　勇
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　大野城市白木原一丁目226番１、226番５、227番７の一部、228番１、228番３の一

部、228番５、228番６、228番９、228番11、228番12及び228番13

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　大野城市白木原五丁目１番24号

　　森山興産有限会社

　　代表取締役　森山　ヒサ子
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　大規模小売店舗立地法（平成 10 年法律第 91 号。以下「法」という。）第６条第１項

の規定による届出について、法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の

概要を、同条第３項の規定により次のとおり公告する。

　なお、当該意見は、この公告の日から１月間、福岡県商工部中小企業振興課及び飯塚

中小企業振興事務所において縦覧に供する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　⑴　名　称　ダイレックス飯塚店

　⑵　所在地　飯塚市堀池池内 87－１　外

２　法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概要

　　意見なし
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第18条第１項の規定に基づき開催される第225回

福岡県都市計画審議会が次のように公開されるので、公告する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　日時

　　平成27年６月５日　午前10時30分

２　会場

　　福岡市博多区千代一丁目20番31号

　　ホテルレガロ福岡　レガロホールA

３　予定議案

　　福岡県都市計画基本方針の改定について

４　審議会の公開

　本審議会の傍聴を希望する者は、審議会当日、会場にて開会の30分前から傍聴券を

交付するので、受付に申し込むこと。ただし、傍聴券に限りがあるため、申込多数の

場合は抽選となることがある。

　福岡県選挙管理委員会告示第59号

　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第６条第１項の規定に基づき、次の政治団

体から政治団体設立届があったので、同法第７条の２第１項の規定により次のとおり告

示する。

　　平成27年５月29日

福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　

　　　　告　　　示（第526号－第538号）

○都市計画事業の事業計画の変更の認可 （下 水 道 課）……………１

○生活保護法に基づく介護機関の指定 （保護・援護課）……………２

○生活保護法に基づく指定介護機関の名称及び所在地の変更

（保護・援護課）……………２

○生活保護法に基づく指定介護機関の廃止 （保護・援護課）……………３

○生活保護法に基づく医療機関の指定 （保護・援護課）……………３

○生活保護法に基づく指定医療機関の廃止 （保護・援護課）……………４

○生活保護法に基づく施術者の指定 （保護・援護課）……………５

○生活保護法に基づく指定を受けた施術者の廃止 （保護・援護課）……………５

○福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売払いそ

　の他の契約の一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な

　資格　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務事務センター）……………６

○急傾斜地崩壊危険区域の指定 （砂　防　課）……………７

○保安林予定森林の所在場所等 （農山漁村振興課）……………７

○解除予定保安林に関する農林水産大臣からの通知　（農山漁村振興課）……………８

○「福岡県の希少野生生物－福岡県レッドデータブック」の販売代金

　の収納の事務の委託 （自然環境課）……………８

　　　　公　　　告

○開発行為に関する工事の完了 （都市計画課）……………８

○開発行為に関する工事の完了 （都市計画課）……………９

○開発行為に関する工事の完了 （都市計画課）……………９

○大規模小売店舗立地法に基づき市町村から聴取した意見等

（中小企業振興課）……………９

○福岡県都市計画審議会の開催 （都市計画課）……………９

　　　　選挙管理委員会

○政治団体の設立届 （市町村支援課）……………10

○政治団体の届出事項の異動届 （市町村支援課）……………11

○政治団体の解散届 （市町村支援課）……………12

○資金管理団体の指定届 （市町村支援課）……………13

○資金管理団体の届出事項の異動届 （市町村支援課）……………13

○資金管理団体の指定の取消等の届出 （市町村支援課）……………14

　　　　公安委員会

○福岡県行政手続条例に基づく意見募集の結果の告示

 （警察本部交通企画課）……………15

　福岡県告示第526号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成23年３月福

岡県告示第587号八女都市計画下水道事業八女市公共下水道の事業計画の変更を認可し

たので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次のように告示す

る。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　施行者の名称

　　八女市

２　都市計画事業の種類及び名称

　　八女都市計画下水道事業八女市公共下水道

３　事業施行期間

　　平成10年12月25日から平成30年３月31日まで

４　事業地

Ｈ 27・５・１小生柔19
井上　朋己（やまむら整
骨院　三国）

小郡市津古475－１

Ｈ 27・４・15春生柔47
森田　祥成（ねこまる整
骨院）

春日市春日原東町二丁目12－２
立花ビルＡ

Ｈ 27・４・15春生柔48
藤原　大樹（ねこまる整
骨院）

春日市春日原東町二丁目12－２
立花ビルＡ

Ｈ 27・４・28像生柔89
野瀬　泰城（なかし接骨
院）

宗像市日の里一丁目22－７

Ｈ 27・４・１朝倉生柔
18

合原　寛（あまぎ整骨院
）

朝倉市甘木1317－１

Ｈ 27・４・３宗遠生柔
20

松本　達也（ＳＴＲＥＸ
ＺＥＮ　ぱるむ整骨院）

遠賀郡遠賀町松の本二丁目10－
36

Ｈ 27・４・１飯生はき
12

花田　亮（訪問はりきゅ
う彩心）

飯塚市相田32－１フラット８仲
江13号

Ｈ 27・４・17粕生はき
10

山田　浩司（うぃんぐ鍼
灸院）

糟屋郡志免町志免四丁目14－３

所　在　地 地　　番 標柱番号

鞍手郡小竹町大字新多字上日 270番４

269番

263番１

265番１

175番１

177番２

168番

166番１

170番１

170番７

171番３

171番１

173番地先道路敷

276番１地先道路敷

１号

２号

３号及び４号

５号及び６号

７号及び８号

９号

10号

11号及び12号

13号

14号

15号

16号

17号

18号

270番４

269番

263番１

265番１

175番１

177番２

168番

166番１

170番１

170番７

171番３

171番１

173番地先道路敷

276番１地先道路敷

１号

２号

３号及び４号

５号及び６号

７号及び８号

９号

10号

11号及び12号

13号

14号

15号

16号

17号

18号
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▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第531号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第50条の２（中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成

６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４項においてその例によるものとされ

た場合を含む。）の規定に基づき、指定医療機関から廃止の届出があったので、生活保

護法第55条の３（法第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の

規定により次のように告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第532号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条第１項（中国残留邦人等の円滑な帰国の

促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平

成６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４項においてその例によるものとさ

れた場合を含む。）の規定に基づき、施術者の指定をしたので、生活保護法第55条の３

（法第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定により次の

ように告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　 ▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第533号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条第２項において準用する同法第50条の２

（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶

者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４

項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定に基づき、指定を受けた施

術者から廃止の届出があったので、生活保護法第55条の３（法第14条第４項においてそ

の例によるものとされた場合を含む。）の規定により次のように告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第534号

　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５第１項及び第167条の11第２項

の規定に基づき、福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売払いその

他の契約の一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格（以下「入札参加

資格」という。）を次のように定め、平成27年７月１日から施行する。

　福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売払いその他の契約の一般

競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格（平成25年１月福岡県告示第117

号。以下「旧告示」という。）は、平成27年６月30日限り廃止する。

　なお、この告示の施行前に、旧告示に基づいて決定された入札参加資格は、この告示

により決定されたものとみなす。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

第１　競争入札に参加することができない者

１　地方自治法施行令第167条の４第１項各号のいずれかに該当する者（特別の理由

がある場合を除く。）

２　地方自治法施行令第167条の４第２項各号のいずれかに該当する事実があった後

２年を経過しない者及びその者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人と

して使用する者

３　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条

第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であってその役

員が暴力団員であるもの（それぞれ１に該当する者を除く。）

４　競争入札参加資格審査申請書（電子計算処理組織（知事の使用に係る電子計算機

（入力装置を含む。以下同じ。）と入札参加資格を得ようとする者の使用に係る電

子計算機を電気通信回線で接続したものをいう。）による電磁的記録を含む。）及

び添付書類に故意に虚偽の事実を記載した者

５　営業に関し許可、認可等を必要とする場合において、これを得ていない者

６　原則として、同種の営業を引き続き２年以上営んでいない者

第２　入札参加資格

１　入札参加資格の等級は、ＡＡ、Ａ及びＢに区分し、それぞれの等級への格付の基

準は、知事が別に定める。

２　知事は、入札参加資格審査の申請があったときは、次に掲げる事項について行っ

た審査の結果を別に定める基準により総合的に勘案した上で、入札参加資格を決定

するものとする。

　　⑴　従業員数

　　⑵　年間売上高

　　⑶　自己資本金

　　⑷　流動比率

　　⑸　経営年数

　　⑹　地域貢献活動項目（具体的な内容については、知事が別に定める。）

第３　入札参加資格審査申請の方法等

　１　申請の方法

　入札参加資格を得ようとする者は、知事が別に定めるところにより、競争入札参

加資格審査申請書及び添付書類を知事に提出するものとする。

　２　申請の時期

　競争入札参加資格審査申請書の提出期間は、毎年７月１日から同月末日までとす

る。ただし、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（

平成７年政令第372号）の適用を受ける契約の締結が見込まれるときその他知事が

特に必要と認めるときは、この限りでない。

第４　入札参加資格の有効期間

　入札参加資格の有効期間は、資格を取得したときから同日以後における最初の登

録基準年（2015年以後の２年ごとの年をいう。）の９月末日までとする。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第535号

　急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第57号）第３条第１項

の規定に基づき、次の土地の区域を急傾斜地崩壊危険区域として指定するので、同条第

３項の規定により公示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　区域の名称　　　新町

２　区域の所在地　　鞍手郡小竹町大字新多字上日

３　土地の表示

　次に掲げる地番の土地に存する標柱番号１号から18号までを順次結んだ線及び標柱

番号１号と18号とを結んだ線に囲まれた区域

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第536号

　保安林の指定をする予定であるので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の２の

規定により次のように告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　　糸島市二丈鹿家字七曲2294の32

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

糸島市役所に備え置いて縦覧に供する。）

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第537号

　農林水産大臣から、次のように保安林の指定の解除をしようとする旨の通知を受けた

ので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　解除予定保安林の所在場所

　　八女市矢部村矢部字琵琶瀬1801の22

２　保安林として指定された目的

　　土砂の流出の防備

３　解除の理由

　　道路用地とするため
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第538号

　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第１項の規定に基づき、「福岡県

の希少野生生物－福岡県レッドデータブック」の販売代金の収納の事務を次の者に委託

したので、同条第２項の規定により告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　 　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　　福津市日蒔野五丁目17番31及び17番34から17番38まで

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　福岡市中央区高砂二丁目８番１号

　　セキスイハイム九州株式会社

　　代表取締役　黒木　和清

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　　宗像市陵巌寺一丁目463番１、463番２及び463番３

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　福岡市東区美和台三丁目34番12号

　　有限会社　福三

　　代表取締役　堺　勇
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　大野城市白木原一丁目226番１、226番５、227番７の一部、228番１、228番３の一

部、228番５、228番６、228番９、228番11、228番12及び228番13

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　大野城市白木原五丁目１番24号

　　森山興産有限会社

　　代表取締役　森山　ヒサ子
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　大規模小売店舗立地法（平成 10 年法律第 91 号。以下「法」という。）第６条第１項

の規定による届出について、法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の

概要を、同条第３項の規定により次のとおり公告する。

　なお、当該意見は、この公告の日から１月間、福岡県商工部中小企業振興課及び飯塚

中小企業振興事務所において縦覧に供する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　⑴　名　称　ダイレックス飯塚店

　⑵　所在地　飯塚市堀池池内 87－１　外

２　法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概要

　　意見なし
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第18条第１項の規定に基づき開催される第225回

福岡県都市計画審議会が次のように公開されるので、公告する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　日時

　　平成27年６月５日　午前10時30分

２　会場

　　福岡市博多区千代一丁目20番31号

　　ホテルレガロ福岡　レガロホールA

３　予定議案

　　福岡県都市計画基本方針の改定について

４　審議会の公開

　本審議会の傍聴を希望する者は、審議会当日、会場にて開会の30分前から傍聴券を

交付するので、受付に申し込むこと。ただし、傍聴券に限りがあるため、申込多数の

場合は抽選となることがある。

　福岡県選挙管理委員会告示第59号

　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第６条第１項の規定に基づき、次の政治団

体から政治団体設立届があったので、同法第７条の２第１項の規定により次のとおり告

示する。

　　平成27年５月29日

福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　

　　　　告　　　示（第526号－第538号）

○都市計画事業の事業計画の変更の認可 （下 水 道 課）……………１

○生活保護法に基づく介護機関の指定 （保護・援護課）……………２

○生活保護法に基づく指定介護機関の名称及び所在地の変更

（保護・援護課）……………２

○生活保護法に基づく指定介護機関の廃止 （保護・援護課）……………３

○生活保護法に基づく医療機関の指定 （保護・援護課）……………３

○生活保護法に基づく指定医療機関の廃止 （保護・援護課）……………４

○生活保護法に基づく施術者の指定 （保護・援護課）……………５

○生活保護法に基づく指定を受けた施術者の廃止 （保護・援護課）……………５

○福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売払いそ

　の他の契約の一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な

　資格　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務事務センター）……………６

○急傾斜地崩壊危険区域の指定 （砂　防　課）……………７

○保安林予定森林の所在場所等 （農山漁村振興課）……………７

○解除予定保安林に関する農林水産大臣からの通知　（農山漁村振興課）……………８

○「福岡県の希少野生生物－福岡県レッドデータブック」の販売代金

　の収納の事務の委託 （自然環境課）……………８

　　　　公　　　告

○開発行為に関する工事の完了 （都市計画課）……………８

○開発行為に関する工事の完了 （都市計画課）……………９

○開発行為に関する工事の完了 （都市計画課）……………９

○大規模小売店舗立地法に基づき市町村から聴取した意見等

（中小企業振興課）……………９

○福岡県都市計画審議会の開催 （都市計画課）……………９

　　　　選挙管理委員会

○政治団体の設立届 （市町村支援課）……………10

○政治団体の届出事項の異動届 （市町村支援課）……………11

○政治団体の解散届 （市町村支援課）……………12

○資金管理団体の指定届 （市町村支援課）……………13

○資金管理団体の届出事項の異動届 （市町村支援課）……………13

○資金管理団体の指定の取消等の届出 （市町村支援課）……………14

　　　　公安委員会

○福岡県行政手続条例に基づく意見募集の結果の告示

 （警察本部交通企画課）……………15

　福岡県告示第526号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成23年３月福

岡県告示第587号八女都市計画下水道事業八女市公共下水道の事業計画の変更を認可し

たので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次のように告示す

る。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　施行者の名称

　　八女市

２　都市計画事業の種類及び名称

　　八女都市計画下水道事業八女市公共下水道

３　事業施行期間

　　平成10年12月25日から平成30年３月31日まで

４　事業地

公　　　告

委　託　先 所　在　地 委託期間

遠賀郡遠賀町遠賀川一丁目６－19
平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで

有限会社今橋書店

東京都千代田区三番町24－３　三番
町ＭＹビル

平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで

川茂株式会社

福岡市博多区博多駅中央街２番１号
博多バスターミナル６階

平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで

株式会社紀伊國屋書店
福岡本店

福岡市南区長丘三丁目13－27
平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで

木下緑化建設株式会社

福岡市西区元岡744　九州大学ビッグ
オレンジ内

平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで

九州大学生活協同組合
伊都ビックオレンジ書店

北九州市小倉北区大畠二丁目10番１
号

平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで

九州造園・グリーンワー
ク共同事業体

平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで

福岡市南区長丘三丁目13－27
平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで

木下緑化建設株式会社

福岡市西区元岡744　九州大学ビッグ
オレンジ内

平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで

九州大学生活協同組合
伊都ビックオレンジ書店

北九州市小倉北区大畠二丁目10番１
号

平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで

九州造園・グリーンワー
ク共同事業体

福岡市中央区天神四丁目５番17号
平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで

政府刊行物普及株式会社

福岡市南区大楠二丁目23番５号
平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで

株式会社積文館書店

北九州市八幡東区東田企業団地１－
１

平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで

タカミヤ・マリバー里山
を考える会共同事業体

北九州市若松区浜町一丁目18番１号
平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで

ひびき灘開発株式会社

宗像市赤間文教町１番１号
平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで

福岡教育大学生活協同組
合

福岡市中央区天神二丁目９番110号
平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで

株式会社福岡金文堂

福岡市南区大字桧原855番地４
平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで

一般財団法人福岡市市民
の森協会

東京都中央区日本橋２－３－10
平成27年４月１日から
平成28年２月28日まで

株式会社丸善ジュンク堂
書店

直方市殿町８－26
平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで

合名会社みやはら書店

飯塚市飯塚18－７
平成27年４月１日から
平成28年３月31日まで

株式会社元野木書店
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▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第531号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第50条の２（中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成

６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４項においてその例によるものとされ

た場合を含む。）の規定に基づき、指定医療機関から廃止の届出があったので、生活保

護法第55条の３（法第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の

規定により次のように告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第532号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条第１項（中国残留邦人等の円滑な帰国の

促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平

成６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４項においてその例によるものとさ

れた場合を含む。）の規定に基づき、施術者の指定をしたので、生活保護法第55条の３

（法第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定により次の

ように告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　 ▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第533号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条第２項において準用する同法第50条の２

（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶

者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４

項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定に基づき、指定を受けた施

術者から廃止の届出があったので、生活保護法第55条の３（法第14条第４項においてそ

の例によるものとされた場合を含む。）の規定により次のように告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第534号

　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５第１項及び第167条の11第２項

の規定に基づき、福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売払いその

他の契約の一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格（以下「入札参加

資格」という。）を次のように定め、平成27年７月１日から施行する。

　福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売払いその他の契約の一般

競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格（平成25年１月福岡県告示第117

号。以下「旧告示」という。）は、平成27年６月30日限り廃止する。

　なお、この告示の施行前に、旧告示に基づいて決定された入札参加資格は、この告示

により決定されたものとみなす。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

第１　競争入札に参加することができない者

１　地方自治法施行令第167条の４第１項各号のいずれかに該当する者（特別の理由

がある場合を除く。）

２　地方自治法施行令第167条の４第２項各号のいずれかに該当する事実があった後

２年を経過しない者及びその者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人と

して使用する者

３　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条

第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であってその役

員が暴力団員であるもの（それぞれ１に該当する者を除く。）

４　競争入札参加資格審査申請書（電子計算処理組織（知事の使用に係る電子計算機

（入力装置を含む。以下同じ。）と入札参加資格を得ようとする者の使用に係る電

子計算機を電気通信回線で接続したものをいう。）による電磁的記録を含む。）及

び添付書類に故意に虚偽の事実を記載した者

５　営業に関し許可、認可等を必要とする場合において、これを得ていない者

６　原則として、同種の営業を引き続き２年以上営んでいない者

第２　入札参加資格

１　入札参加資格の等級は、ＡＡ、Ａ及びＢに区分し、それぞれの等級への格付の基

準は、知事が別に定める。

２　知事は、入札参加資格審査の申請があったときは、次に掲げる事項について行っ

た審査の結果を別に定める基準により総合的に勘案した上で、入札参加資格を決定

するものとする。

　　⑴　従業員数

　　⑵　年間売上高

　　⑶　自己資本金

　　⑷　流動比率

　　⑸　経営年数

　　⑹　地域貢献活動項目（具体的な内容については、知事が別に定める。）

第３　入札参加資格審査申請の方法等

　１　申請の方法

　入札参加資格を得ようとする者は、知事が別に定めるところにより、競争入札参

加資格審査申請書及び添付書類を知事に提出するものとする。

　２　申請の時期

　競争入札参加資格審査申請書の提出期間は、毎年７月１日から同月末日までとす

る。ただし、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（

平成７年政令第372号）の適用を受ける契約の締結が見込まれるときその他知事が

特に必要と認めるときは、この限りでない。

第４　入札参加資格の有効期間

　入札参加資格の有効期間は、資格を取得したときから同日以後における最初の登

録基準年（2015年以後の２年ごとの年をいう。）の９月末日までとする。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第535号

　急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第57号）第３条第１項

の規定に基づき、次の土地の区域を急傾斜地崩壊危険区域として指定するので、同条第

３項の規定により公示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　区域の名称　　　新町

２　区域の所在地　　鞍手郡小竹町大字新多字上日

３　土地の表示

　次に掲げる地番の土地に存する標柱番号１号から18号までを順次結んだ線及び標柱

番号１号と18号とを結んだ線に囲まれた区域

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第536号

　保安林の指定をする予定であるので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の２の

規定により次のように告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　　糸島市二丈鹿家字七曲2294の32

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

糸島市役所に備え置いて縦覧に供する。）

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第537号

　農林水産大臣から、次のように保安林の指定の解除をしようとする旨の通知を受けた

ので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　解除予定保安林の所在場所

　　八女市矢部村矢部字琵琶瀬1801の22

２　保安林として指定された目的

　　土砂の流出の防備

３　解除の理由

　　道路用地とするため
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第538号

　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第１項の規定に基づき、「福岡県

の希少野生生物－福岡県レッドデータブック」の販売代金の収納の事務を次の者に委託

したので、同条第２項の規定により告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　 　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　　福津市日蒔野五丁目17番31及び17番34から17番38まで

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　福岡市中央区高砂二丁目８番１号

　　セキスイハイム九州株式会社

　　代表取締役　黒木　和清

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　　宗像市陵巌寺一丁目463番１、463番２及び463番３

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　福岡市東区美和台三丁目34番12号

　　有限会社　福三

　　代表取締役　堺　勇
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　大野城市白木原一丁目226番１、226番５、227番７の一部、228番１、228番３の一

部、228番５、228番６、228番９、228番11、228番12及び228番13

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　大野城市白木原五丁目１番24号

　　森山興産有限会社

　　代表取締役　森山　ヒサ子
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　大規模小売店舗立地法（平成 10 年法律第 91 号。以下「法」という。）第６条第１項

の規定による届出について、法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の

概要を、同条第３項の規定により次のとおり公告する。

　なお、当該意見は、この公告の日から１月間、福岡県商工部中小企業振興課及び飯塚

中小企業振興事務所において縦覧に供する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　⑴　名　称　ダイレックス飯塚店

　⑵　所在地　飯塚市堀池池内 87－１　外

２　法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概要

　　意見なし
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第18条第１項の規定に基づき開催される第225回

福岡県都市計画審議会が次のように公開されるので、公告する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　日時

　　平成27年６月５日　午前10時30分

２　会場

　　福岡市博多区千代一丁目20番31号

　　ホテルレガロ福岡　レガロホールA

３　予定議案

　　福岡県都市計画基本方針の改定について

４　審議会の公開

　本審議会の傍聴を希望する者は、審議会当日、会場にて開会の30分前から傍聴券を

交付するので、受付に申し込むこと。ただし、傍聴券に限りがあるため、申込多数の

場合は抽選となることがある。

　福岡県選挙管理委員会告示第59号

　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第６条第１項の規定に基づき、次の政治団

体から政治団体設立届があったので、同法第７条の２第１項の規定により次のとおり告

示する。

　　平成27年５月29日

福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　

　　　　告　　　示（第526号－第538号）

○都市計画事業の事業計画の変更の認可 （下 水 道 課）……………１

○生活保護法に基づく介護機関の指定 （保護・援護課）……………２

○生活保護法に基づく指定介護機関の名称及び所在地の変更

（保護・援護課）……………２

○生活保護法に基づく指定介護機関の廃止 （保護・援護課）……………３

○生活保護法に基づく医療機関の指定 （保護・援護課）……………３

○生活保護法に基づく指定医療機関の廃止 （保護・援護課）……………４

○生活保護法に基づく施術者の指定 （保護・援護課）……………５

○生活保護法に基づく指定を受けた施術者の廃止 （保護・援護課）……………５

○福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売払いそ

　の他の契約の一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な

　資格　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務事務センター）……………６

○急傾斜地崩壊危険区域の指定 （砂　防　課）……………７

○保安林予定森林の所在場所等 （農山漁村振興課）……………７

○解除予定保安林に関する農林水産大臣からの通知　（農山漁村振興課）……………８

○「福岡県の希少野生生物－福岡県レッドデータブック」の販売代金

　の収納の事務の委託 （自然環境課）……………８

　　　　公　　　告

○開発行為に関する工事の完了 （都市計画課）……………８

○開発行為に関する工事の完了 （都市計画課）……………９

○開発行為に関する工事の完了 （都市計画課）……………９

○大規模小売店舗立地法に基づき市町村から聴取した意見等

（中小企業振興課）……………９

○福岡県都市計画審議会の開催 （都市計画課）……………９

　　　　選挙管理委員会

○政治団体の設立届 （市町村支援課）……………10

○政治団体の届出事項の異動届 （市町村支援課）……………11

○政治団体の解散届 （市町村支援課）……………12

○資金管理団体の指定届 （市町村支援課）……………13

○資金管理団体の届出事項の異動届 （市町村支援課）……………13

○資金管理団体の指定の取消等の届出 （市町村支援課）……………14

　　　　公安委員会

○福岡県行政手続条例に基づく意見募集の結果の告示

 （警察本部交通企画課）……………15

　福岡県告示第526号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成23年３月福

岡県告示第587号八女都市計画下水道事業八女市公共下水道の事業計画の変更を認可し

たので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次のように告示す

る。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　施行者の名称

　　八女市

２　都市計画事業の種類及び名称

　　八女都市計画下水道事業八女市公共下水道

３　事業施行期間

　　平成10年12月25日から平成30年３月31日まで

４　事業地

政治団体の名称 代表者名 会計責任者名 主たる事務所の所在地 届出年月日

有岡利文後援会

有吉しげゆき後援会

上田重光後援会

内海たけとし後援会

うらただいじ後援会

尾﨑さつき後援会

鬼塚まさひろ後援会

柿野まさき後援会

寛山会

北冨敬三後援会

こが創生の会

古賀を取り戻す会

堺剛後援会

須山由紀生後援会

瀬戸ひかる後援会

髙橋義彦後援会

田口じょうじ後援会

竹内りいち後援会

堤田寛後援会

手嶋真由美後援会

中村きよたか後援会

はたえ祐介後援会

林たかし後援会

ひらしま正一後援会

福本秀昭後援会

松岡泉後援会

松岡やすはる後援会

山下たかし後援会

幸こうじ後援会

田中　一夫

有岡　善雄

村上　功司

内海　猛年

高津　勝彦

尾﨑　さつき

鬼塚　昌宏

柿野　正喜

堤田　寛

瀧本　信一

長崎　浩一

堀江　英明

堺　剛

溝上　羊一

瀬戸　光

越智　拓生

三浦　重明

竹内　利一

中村　幸子

手嶋　真由美

中村　清隆

波多江　祐介

林　たかし

平嶋　正一

福本　秀昭

松岡　泉

松岡　保治

山下　貴史

幸　康司

有岡　あづさ

有岡　康男

森下　吉晴

内海　法子

坂田　康文

尾﨑　新吾

吉村　宏

吉武　喜美子

中野　安彦

今村　恵美子

樋口　裕介

古川　吉久

堺　勝子

財間　豊美

和多　正博

中野　美智子

秋山　善一郎

竹内　利一

中野　安彦

手嶋　豊幸

中村　洋子

今村　一彦

殿畑　雅弘

平嶋　和子

池田　仁

松岡　伸子

松岡　典子

吉竹　渉

幸　美子

太宰府市五条２－３－18　コート30　503号室

太宰府市宰府５－１－23

京都郡みやこ町上原1153

遠賀郡芦屋町花美坂３－９

田川市大黒町９－３

田川郡福智町伊方4750－23

福岡市博多区空港前４－１－13

京都郡みやこ町勝山岩熊477－３

福岡市中央区大名２－11－19赤坂門ビルヂング２階１号室

嘉麻市山野643

古賀市天神１－14－12

古賀市花見南１－13－12

太宰府市青葉台４－17－６

鞍手郡鞍手町大字八尋1686－31

飯塚市潤野867－１

飯塚市阿恵1178

朝倉郡筑前町山隈1532－２

鞍手郡鞍手町大字新北2543－３

福岡市中央区大名２－11－19赤坂門ビルヂング２階１号室

田川郡川崎町大字池尻343－１

福津市東福間２－３－７

筑紫野市永岡543

遠賀郡水巻町頃末南１－４－15

筑紫野市本道寺110－７

朝倉郡筑前町二48

遠賀郡芦屋町大字芦屋1012－１

久留米市宮ノ陣町若松1651－７

築上郡上毛町大字東下217

筑紫野市石崎１－２－12アンセスタ筑紫野603号

平成26年11月10日

平成26年11月10日

平成26年11月17日

平成26年11月14日

平成26年11月20日

平成26年11月17日

平成26年11月27日

平成26年11月19日

平成26年11月19日

平成26年11月５日

平成26年11月７日

平成26年11月21日

平成26年11月26日

平成26年11月４日

平成26年11月14日

平成26年11月７日

平成26年11月17日

平成26年11月25日

平成26年11月19日

平成26年11月17日

平成26年11月12日

平成26年11月20日

平成26年11月19日

平成26年11月14日

平成26年11月26日

平成26年11月19日

平成26年11月17日

平成26年11月17日

平成26年11月20日

270番４

269番

263番１

265番１

175番１

177番２

168番

166番１

170番１

170番７

171番３

171番１

173番地先道路敷

276番１地先道路敷

１号

２号

３号及び４号

５号及び６号

７号及び８号

９号

10号

11号及び12号

13号

14号

15号

16号

17号

18号
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▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第531号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第50条の２（中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成

６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４項においてその例によるものとされ

た場合を含む。）の規定に基づき、指定医療機関から廃止の届出があったので、生活保

護法第55条の３（法第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の

規定により次のように告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第532号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条第１項（中国残留邦人等の円滑な帰国の

促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平

成６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４項においてその例によるものとさ

れた場合を含む。）の規定に基づき、施術者の指定をしたので、生活保護法第55条の３

（法第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定により次の

ように告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　 ▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第533号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条第２項において準用する同法第50条の２

（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶

者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４

項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定に基づき、指定を受けた施

術者から廃止の届出があったので、生活保護法第55条の３（法第14条第４項においてそ

の例によるものとされた場合を含む。）の規定により次のように告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第534号

　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５第１項及び第167条の11第２項

の規定に基づき、福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売払いその

他の契約の一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格（以下「入札参加

資格」という。）を次のように定め、平成27年７月１日から施行する。

　福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売払いその他の契約の一般

競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格（平成25年１月福岡県告示第117

号。以下「旧告示」という。）は、平成27年６月30日限り廃止する。

　なお、この告示の施行前に、旧告示に基づいて決定された入札参加資格は、この告示

により決定されたものとみなす。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

第１　競争入札に参加することができない者

１　地方自治法施行令第167条の４第１項各号のいずれかに該当する者（特別の理由

がある場合を除く。）

２　地方自治法施行令第167条の４第２項各号のいずれかに該当する事実があった後

２年を経過しない者及びその者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人と

して使用する者

３　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条

第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であってその役

員が暴力団員であるもの（それぞれ１に該当する者を除く。）

４　競争入札参加資格審査申請書（電子計算処理組織（知事の使用に係る電子計算機

（入力装置を含む。以下同じ。）と入札参加資格を得ようとする者の使用に係る電

子計算機を電気通信回線で接続したものをいう。）による電磁的記録を含む。）及

び添付書類に故意に虚偽の事実を記載した者

５　営業に関し許可、認可等を必要とする場合において、これを得ていない者

６　原則として、同種の営業を引き続き２年以上営んでいない者

第２　入札参加資格

１　入札参加資格の等級は、ＡＡ、Ａ及びＢに区分し、それぞれの等級への格付の基

準は、知事が別に定める。

２　知事は、入札参加資格審査の申請があったときは、次に掲げる事項について行っ

た審査の結果を別に定める基準により総合的に勘案した上で、入札参加資格を決定

するものとする。

　　⑴　従業員数

　　⑵　年間売上高

　　⑶　自己資本金

　　⑷　流動比率

　　⑸　経営年数

　　⑹　地域貢献活動項目（具体的な内容については、知事が別に定める。）

第３　入札参加資格審査申請の方法等

　１　申請の方法

　入札参加資格を得ようとする者は、知事が別に定めるところにより、競争入札参

加資格審査申請書及び添付書類を知事に提出するものとする。

　２　申請の時期

　競争入札参加資格審査申請書の提出期間は、毎年７月１日から同月末日までとす

る。ただし、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（

平成７年政令第372号）の適用を受ける契約の締結が見込まれるときその他知事が

特に必要と認めるときは、この限りでない。

第４　入札参加資格の有効期間

　入札参加資格の有効期間は、資格を取得したときから同日以後における最初の登

録基準年（2015年以後の２年ごとの年をいう。）の９月末日までとする。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第535号

　急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第57号）第３条第１項

の規定に基づき、次の土地の区域を急傾斜地崩壊危険区域として指定するので、同条第

３項の規定により公示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　区域の名称　　　新町

２　区域の所在地　　鞍手郡小竹町大字新多字上日

３　土地の表示

　次に掲げる地番の土地に存する標柱番号１号から18号までを順次結んだ線及び標柱

番号１号と18号とを結んだ線に囲まれた区域

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第536号

　保安林の指定をする予定であるので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の２の

規定により次のように告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　　糸島市二丈鹿家字七曲2294の32

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

糸島市役所に備え置いて縦覧に供する。）

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第537号

　農林水産大臣から、次のように保安林の指定の解除をしようとする旨の通知を受けた

ので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　解除予定保安林の所在場所

　　八女市矢部村矢部字琵琶瀬1801の22

２　保安林として指定された目的

　　土砂の流出の防備

３　解除の理由

　　道路用地とするため
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第538号

　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第１項の規定に基づき、「福岡県

の希少野生生物－福岡県レッドデータブック」の販売代金の収納の事務を次の者に委託

したので、同条第２項の規定により告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　 　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　　福津市日蒔野五丁目17番31及び17番34から17番38まで

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　福岡市中央区高砂二丁目８番１号

　　セキスイハイム九州株式会社

　　代表取締役　黒木　和清

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　　宗像市陵巌寺一丁目463番１、463番２及び463番３

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　福岡市東区美和台三丁目34番12号

　　有限会社　福三

　　代表取締役　堺　勇
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　大野城市白木原一丁目226番１、226番５、227番７の一部、228番１、228番３の一

部、228番５、228番６、228番９、228番11、228番12及び228番13

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　大野城市白木原五丁目１番24号

　　森山興産有限会社

　　代表取締役　森山　ヒサ子
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　大規模小売店舗立地法（平成 10 年法律第 91 号。以下「法」という。）第６条第１項

の規定による届出について、法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の

概要を、同条第３項の規定により次のとおり公告する。

　なお、当該意見は、この公告の日から１月間、福岡県商工部中小企業振興課及び飯塚

中小企業振興事務所において縦覧に供する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　⑴　名　称　ダイレックス飯塚店

　⑵　所在地　飯塚市堀池池内 87－１　外

２　法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概要

　　意見なし
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第18条第１項の規定に基づき開催される第225回

福岡県都市計画審議会が次のように公開されるので、公告する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　日時

　　平成27年６月５日　午前10時30分

２　会場

　　福岡市博多区千代一丁目20番31号

　　ホテルレガロ福岡　レガロホールA

３　予定議案

　　福岡県都市計画基本方針の改定について

４　審議会の公開

　本審議会の傍聴を希望する者は、審議会当日、会場にて開会の30分前から傍聴券を

交付するので、受付に申し込むこと。ただし、傍聴券に限りがあるため、申込多数の

場合は抽選となることがある。

　福岡県選挙管理委員会告示第59号

　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第６条第１項の規定に基づき、次の政治団

体から政治団体設立届があったので、同法第７条の２第１項の規定により次のとおり告

示する。

　　平成27年５月29日

福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　

　⑵　その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体）

　（10団体）

　　　　告　　　示（第526号－第538号）

○都市計画事業の事業計画の変更の認可 （下 水 道 課）……………１

○生活保護法に基づく介護機関の指定 （保護・援護課）……………２

○生活保護法に基づく指定介護機関の名称及び所在地の変更

（保護・援護課）……………２

○生活保護法に基づく指定介護機関の廃止 （保護・援護課）……………３

○生活保護法に基づく医療機関の指定 （保護・援護課）……………３

○生活保護法に基づく指定医療機関の廃止 （保護・援護課）……………４

○生活保護法に基づく施術者の指定 （保護・援護課）……………５

○生活保護法に基づく指定を受けた施術者の廃止 （保護・援護課）……………５

○福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売払いそ

　の他の契約の一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な

　資格　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務事務センター）……………６

○急傾斜地崩壊危険区域の指定 （砂　防　課）……………７

○保安林予定森林の所在場所等 （農山漁村振興課）……………７

○解除予定保安林に関する農林水産大臣からの通知　（農山漁村振興課）……………８

○「福岡県の希少野生生物－福岡県レッドデータブック」の販売代金

　の収納の事務の委託 （自然環境課）……………８

　　　　公　　　告

○開発行為に関する工事の完了 （都市計画課）……………８

○開発行為に関する工事の完了 （都市計画課）……………９

○開発行為に関する工事の完了 （都市計画課）……………９

○大規模小売店舗立地法に基づき市町村から聴取した意見等

（中小企業振興課）……………９

○福岡県都市計画審議会の開催 （都市計画課）……………９

　　　　選挙管理委員会

○政治団体の設立届 （市町村支援課）……………10

○政治団体の届出事項の異動届 （市町村支援課）……………11

○政治団体の解散届 （市町村支援課）……………12

○資金管理団体の指定届 （市町村支援課）……………13

○資金管理団体の届出事項の異動届 （市町村支援課）……………13

○資金管理団体の指定の取消等の届出 （市町村支援課）……………14

　　　　公安委員会

○福岡県行政手続条例に基づく意見募集の結果の告示

 （警察本部交通企画課）……………15

　福岡県告示第526号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成23年３月福

岡県告示第587号八女都市計画下水道事業八女市公共下水道の事業計画の変更を認可し

たので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次のように告示す

る。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　施行者の名称

　　八女市

２　都市計画事業の種類及び名称

　　八女都市計画下水道事業八女市公共下水道

３　事業施行期間

　　平成10年12月25日から平成30年３月31日まで

４　事業地

　受付期間　平成26年11月１日～11月30日

　⑴　政党の支部

　　法第19条の７第１項第１号に係る国会議員関係政治団体とみなされる政党の支部

　（１団体）

　⑵　その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体）

　　国会議員関係政治団体以外の政治団体

政治団体の名称 代表者名 会計責任者名 主たる事務所の所在地 届出年月日
一以上の市区町村等
の区域を単位として
設けられる支部

公職の種類

民主党福岡県第１総支部 山本　剛正 大塚　伸一 福岡市東区原田３－７－57 平成26年11月21日○衆議院議員

政治団体の名称 代表者名 会計責任者名 主たる事務所の所在地 届出年月日

有岡利文後援会

有吉しげゆき後援会

上田重光後援会

内海たけとし後援会

うらただいじ後援会

尾﨑さつき後援会

鬼塚まさひろ後援会

柿野まさき後援会

寛山会

北冨敬三後援会

こが創生の会

古賀を取り戻す会

堺剛後援会

須山由紀生後援会

瀬戸ひかる後援会

髙橋義彦後援会

田口じょうじ後援会

竹内りいち後援会

堤田寛後援会

手嶋真由美後援会

中村きよたか後援会

はたえ祐介後援会

林たかし後援会

ひらしま正一後援会

福本秀昭後援会

松岡泉後援会

松岡やすはる後援会

山下たかし後援会

幸こうじ後援会

田中　一夫

有岡　善雄

村上　功司

内海　猛年

高津　勝彦

尾﨑　さつき

鬼塚　昌宏

柿野　正喜

堤田　寛

瀧本　信一

長崎　浩一

堀江　英明

堺　剛

溝上　羊一

瀬戸　光

越智　拓生

三浦　重明

竹内　利一

中村　幸子

手嶋　真由美

中村　清隆

波多江　祐介

林　たかし

平嶋　正一

福本　秀昭

松岡　泉

松岡　保治

山下　貴史

幸　康司

有岡　あづさ

有岡　康男

森下　吉晴

内海　法子

坂田　康文

尾﨑　新吾

吉村　宏

吉武　喜美子

中野　安彦

今村　恵美子

樋口　裕介

古川　吉久

堺　勝子

財間　豊美

和多　正博

中野　美智子

秋山　善一郎

竹内　利一

中野　安彦

手嶋　豊幸

中村　洋子

今村　一彦

殿畑　雅弘

平嶋　和子

池田　仁

松岡　伸子

松岡　典子

吉竹　渉

幸　美子

太宰府市五条２－３－18　コート30　503号室

太宰府市宰府５－１－23

京都郡みやこ町上原1153

遠賀郡芦屋町花美坂３－９

田川市大黒町９－３

田川郡福智町伊方4750－23

福岡市博多区空港前４－１－13

京都郡みやこ町勝山岩熊477－３

福岡市中央区大名２－11－19赤坂門ビルヂング２階１号室

嘉麻市山野643

古賀市天神１－14－12

古賀市花見南１－13－12

太宰府市青葉台４－17－６

鞍手郡鞍手町大字八尋1686－31

飯塚市潤野867－１

飯塚市阿恵1178

朝倉郡筑前町山隈1532－２

鞍手郡鞍手町大字新北2543－３

福岡市中央区大名２－11－19赤坂門ビルヂング２階１号室

田川郡川崎町大字池尻343－１

福津市東福間２－３－７

筑紫野市永岡543

遠賀郡水巻町頃末南１－４－15

筑紫野市本道寺110－７

朝倉郡筑前町二48

遠賀郡芦屋町大字芦屋1012－１

久留米市宮ノ陣町若松1651－７

築上郡上毛町大字東下217

筑紫野市石崎１－２－12アンセスタ筑紫野603号

平成26年11月10日

平成26年11月10日

平成26年11月17日

平成26年11月14日

平成26年11月20日

平成26年11月17日

平成26年11月27日

平成26年11月19日

平成26年11月19日

平成26年11月５日

平成26年11月７日

平成26年11月21日

平成26年11月26日

平成26年11月４日

平成26年11月14日

平成26年11月７日

平成26年11月17日

平成26年11月25日

平成26年11月19日

平成26年11月17日

平成26年11月12日

平成26年11月20日

平成26年11月19日

平成26年11月14日

平成26年11月26日

平成26年11月19日

平成26年11月17日

平成26年11月17日

平成26年11月20日

選挙管理委員会
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▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第531号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第50条の２（中国残留邦人等の円滑な帰国の促

進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成

６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４項においてその例によるものとされ

た場合を含む。）の規定に基づき、指定医療機関から廃止の届出があったので、生活保

護法第55条の３（法第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の

規定により次のように告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第532号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条第１項（中国残留邦人等の円滑な帰国の

促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平

成６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４項においてその例によるものとさ

れた場合を含む。）の規定に基づき、施術者の指定をしたので、生活保護法第55条の３

（法第14条第４項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定により次の

ように告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　 ▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第533号

　生活保護法（昭和25年法律第144号）第55条第２項において準用する同法第50条の２

（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶

者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号。以下「法」という。）第14条第４

項においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定に基づき、指定を受けた施

術者から廃止の届出があったので、生活保護法第55条の３（法第14条第４項においてそ

の例によるものとされた場合を含む。）の規定により次のように告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第534号

　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５第１項及び第167条の11第２項

の規定に基づき、福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売払いその

他の契約の一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格（以下「入札参加

資格」という。）を次のように定め、平成27年７月１日から施行する。

　福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売払いその他の契約の一般

競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な資格（平成25年１月福岡県告示第117

号。以下「旧告示」という。）は、平成27年６月30日限り廃止する。

　なお、この告示の施行前に、旧告示に基づいて決定された入札参加資格は、この告示

により決定されたものとみなす。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

第１　競争入札に参加することができない者

１　地方自治法施行令第167条の４第１項各号のいずれかに該当する者（特別の理由

がある場合を除く。）

２　地方自治法施行令第167条の４第２項各号のいずれかに該当する事実があった後

２年を経過しない者及びその者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人と

して使用する者

３　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条

第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は法人であってその役

員が暴力団員であるもの（それぞれ１に該当する者を除く。）

４　競争入札参加資格審査申請書（電子計算処理組織（知事の使用に係る電子計算機

（入力装置を含む。以下同じ。）と入札参加資格を得ようとする者の使用に係る電

子計算機を電気通信回線で接続したものをいう。）による電磁的記録を含む。）及

び添付書類に故意に虚偽の事実を記載した者

５　営業に関し許可、認可等を必要とする場合において、これを得ていない者

６　原則として、同種の営業を引き続き２年以上営んでいない者

第２　入札参加資格

１　入札参加資格の等級は、ＡＡ、Ａ及びＢに区分し、それぞれの等級への格付の基

準は、知事が別に定める。

２　知事は、入札参加資格審査の申請があったときは、次に掲げる事項について行っ

た審査の結果を別に定める基準により総合的に勘案した上で、入札参加資格を決定

するものとする。

　　⑴　従業員数

　　⑵　年間売上高

　　⑶　自己資本金

　　⑷　流動比率

　　⑸　経営年数

　　⑹　地域貢献活動項目（具体的な内容については、知事が別に定める。）

第３　入札参加資格審査申請の方法等

　１　申請の方法

　入札参加資格を得ようとする者は、知事が別に定めるところにより、競争入札参

加資格審査申請書及び添付書類を知事に提出するものとする。

　２　申請の時期

　競争入札参加資格審査申請書の提出期間は、毎年７月１日から同月末日までとす

る。ただし、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（

平成７年政令第372号）の適用を受ける契約の締結が見込まれるときその他知事が

特に必要と認めるときは、この限りでない。

第４　入札参加資格の有効期間

　入札参加資格の有効期間は、資格を取得したときから同日以後における最初の登

録基準年（2015年以後の２年ごとの年をいう。）の９月末日までとする。
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第535号

　急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第57号）第３条第１項

の規定に基づき、次の土地の区域を急傾斜地崩壊危険区域として指定するので、同条第

３項の規定により公示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　区域の名称　　　新町

２　区域の所在地　　鞍手郡小竹町大字新多字上日

３　土地の表示

　次に掲げる地番の土地に存する標柱番号１号から18号までを順次結んだ線及び標柱

番号１号と18号とを結んだ線に囲まれた区域

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第536号

　保安林の指定をする予定であるので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の２の

規定により次のように告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　保安林予定森林の所在場所

　　糸島市二丈鹿家字七曲2294の32

２　指定の目的

　　土砂の流出の防備

３　指定施業要件

　⑴　立木の伐採の方法

ア　主伐に係る伐採種は、定めない。

イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る

市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。

　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法、期間及び樹種

　　　次のとおりとする。

　（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を福岡県農林水産部農山漁村振興課及び

糸島市役所に備え置いて縦覧に供する。）

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第537号

　農林水産大臣から、次のように保安林の指定の解除をしようとする旨の通知を受けた

ので、森林法（昭和26年法律第249号）第30条の規定により告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　解除予定保安林の所在場所

　　八女市矢部村矢部字琵琶瀬1801の22

２　保安林として指定された目的

　　土砂の流出の防備

３　解除の理由

　　道路用地とするため
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県告示第538号

　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第158条第１項の規定に基づき、「福岡県

の希少野生生物－福岡県レッドデータブック」の販売代金の収納の事務を次の者に委託

したので、同条第２項の規定により告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　 　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　　福津市日蒔野五丁目17番31及び17番34から17番38まで

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　福岡市中央区高砂二丁目８番１号

　　セキスイハイム九州株式会社

　　代表取締役　黒木　和清

▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　　宗像市陵巌寺一丁目463番１、463番２及び463番３

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　福岡市東区美和台三丁目34番12号

　　有限会社　福三

　　代表取締役　堺　勇
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和43年法律第100号）第

36条第３項の規定により公告する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　開発区域に含まれる地域の名称

　大野城市白木原一丁目226番１、226番５、227番７の一部、228番１、228番３の一

部、228番５、228番６、228番９、228番11、228番12及び228番13

２　開発許可を受けた者の所在地、名称及び代表者氏名

　　大野城市白木原五丁目１番24号

　　森山興産有限会社

　　代表取締役　森山　ヒサ子
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　大規模小売店舗立地法（平成 10 年法律第 91 号。以下「法」という。）第６条第１項

の規定による届出について、法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の

概要を、同条第３項の規定により次のとおり公告する。

　なお、当該意見は、この公告の日から１月間、福岡県商工部中小企業振興課及び飯塚

中小企業振興事務所において縦覧に供する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　大規模小売店舗の名称及び所在地

　⑴　名　称　ダイレックス飯塚店

　⑵　所在地　飯塚市堀池池内 87－１　外

２　法第８条第１項の規定に基づき市町村から聴取した意見の概要

　　意見なし
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　公告

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第18条第１項の規定に基づき開催される第225回

福岡県都市計画審議会が次のように公開されるので、公告する。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　日時

　　平成27年６月５日　午前10時30分

２　会場

　　福岡市博多区千代一丁目20番31号

　　ホテルレガロ福岡　レガロホールA

３　予定議案

　　福岡県都市計画基本方針の改定について

４　審議会の公開

　本審議会の傍聴を希望する者は、審議会当日、会場にて開会の30分前から傍聴券を

交付するので、受付に申し込むこと。ただし、傍聴券に限りがあるため、申込多数の

場合は抽選となることがある。

　福岡県選挙管理委員会告示第59号

　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第６条第１項の規定に基づき、次の政治団

体から政治団体設立届があったので、同法第７条の２第１項の規定により次のとおり告

示する。

　　平成27年５月29日

福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　

　（29団体）

　⑵　その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体）

　（10団体）

　　　　告　　　示（第526号－第538号）

○都市計画事業の事業計画の変更の認可 （下 水 道 課）……………１

○生活保護法に基づく介護機関の指定 （保護・援護課）……………２

○生活保護法に基づく指定介護機関の名称及び所在地の変更

（保護・援護課）……………２

○生活保護法に基づく指定介護機関の廃止 （保護・援護課）……………３

○生活保護法に基づく医療機関の指定 （保護・援護課）……………３

○生活保護法に基づく指定医療機関の廃止 （保護・援護課）……………４

○生活保護法に基づく施術者の指定 （保護・援護課）……………５

○生活保護法に基づく指定を受けた施術者の廃止 （保護・援護課）……………５

○福岡県が発注する物品の製造の請負及び買入れ、不用品の売払いそ

　の他の契約の一般競争入札及び指名競争入札に参加する者に必要な

　資格　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（総務事務センター）……………６

○急傾斜地崩壊危険区域の指定 （砂　防　課）……………７

○保安林予定森林の所在場所等 （農山漁村振興課）……………７

○解除予定保安林に関する農林水産大臣からの通知　（農山漁村振興課）……………８

○「福岡県の希少野生生物－福岡県レッドデータブック」の販売代金

　の収納の事務の委託 （自然環境課）……………８

　　　　公　　　告

○開発行為に関する工事の完了 （都市計画課）……………８

○開発行為に関する工事の完了 （都市計画課）……………９

○開発行為に関する工事の完了 （都市計画課）……………９

○大規模小売店舗立地法に基づき市町村から聴取した意見等

（中小企業振興課）……………９

○福岡県都市計画審議会の開催 （都市計画課）……………９

　　　　選挙管理委員会

○政治団体の設立届 （市町村支援課）……………10

○政治団体の届出事項の異動届 （市町村支援課）……………11

○政治団体の解散届 （市町村支援課）……………12

○資金管理団体の指定届 （市町村支援課）……………13

○資金管理団体の届出事項の異動届 （市町村支援課）……………13

○資金管理団体の指定の取消等の届出 （市町村支援課）……………14

　　　　公安委員会

○福岡県行政手続条例に基づく意見募集の結果の告示

 （警察本部交通企画課）……………15

　福岡県告示第526号

　都市計画法（昭和43年法律第100号）第63条第１項の規定に基づき、平成23年３月福

岡県告示第587号八女都市計画下水道事業八女市公共下水道の事業計画の変更を認可し

たので、同条第２項において準用する同法第62条第１項の規定により次のように告示す

る。

　　平成27年５月29日

福岡県知事　　小　川　　洋　　

１　施行者の名称

　　八女市

２　都市計画事業の種類及び名称

　　八女都市計画下水道事業八女市公共下水道

３　事業施行期間

　　平成10年12月25日から平成30年３月31日まで

４　事業地

　福岡県選挙管理委員会告示第60号

　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第７条の規定に基づき、次の政治団体から

届出事項の異動届があったので、同法第７条の２第１項の規定により次のとおり告示す

る。

　　平成27年５月29日

福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　

　受付期間　平成26年11月１日～11月30日

　⑴　政党の支部

　（２団体）

政治団体の名称 異動事項
内　　　　　容

異動年月日 届出年月日
新 旧

民主党福岡県第５総支部 代表者 楠田　大蔵 大久保　勉 平成26年11月24日 平成26年11月26日

民主党福岡県第４総支部

主たる事務所の所在地 古賀市千鳥２－21－10　 古賀市中央１－１－50　

代表者 大久保　勉 岸本　善成

公職の種類 参議院議員　 衆議院議員　

主たる事務所の所在地 古賀市中央１－６－41－203　 古賀市千鳥２－21－10　

会計責任者 田邊　一城 大塚　伸一

平成26年11月11日 平成26年11月13日

平成26年11月18日 平成26年11月20日

有岡利文後援会

有吉しげゆき後援会

上田重光後援会

内海たけとし後援会

うらただいじ後援会

尾﨑さつき後援会

鬼塚まさひろ後援会

柿野まさき後援会

寛山会

北冨敬三後援会

こが創生の会

古賀を取り戻す会

堺剛後援会

須山由紀生後援会

瀬戸ひかる後援会

髙橋義彦後援会

田口じょうじ後援会

竹内りいち後援会

堤田寛後援会

手嶋真由美後援会

中村きよたか後援会

はたえ祐介後援会

林たかし後援会

ひらしま正一後援会

福本秀昭後援会

松岡泉後援会

松岡やすはる後援会

山下たかし後援会

幸こうじ後援会

田中　一夫

有岡　善雄

村上　功司

内海　猛年

高津　勝彦

尾﨑　さつき

鬼塚　昌宏

柿野　正喜

堤田　寛

瀧本　信一

長崎　浩一

堀江　英明

堺　剛

溝上　羊一

瀬戸　光

越智　拓生

三浦　重明

竹内　利一

中村　幸子

手嶋　真由美

中村　清隆

波多江　祐介

林　たかし

平嶋　正一

福本　秀昭

松岡　泉

松岡　保治

山下　貴史

幸　康司

有岡　あづさ

有岡　康男

森下　吉晴

内海　法子

坂田　康文

尾﨑　新吾

吉村　宏

吉武　喜美子

中野　安彦

今村　恵美子

樋口　裕介

古川　吉久

堺　勝子

財間　豊美

和多　正博

中野　美智子

秋山　善一郎

竹内　利一

中野　安彦

手嶋　豊幸

中村　洋子

今村　一彦

殿畑　雅弘

平嶋　和子

池田　仁

松岡　伸子

松岡　典子

吉竹　渉

幸　美子

太宰府市五条２－３－18　コート30　503号室

太宰府市宰府５－１－23

京都郡みやこ町上原1153

遠賀郡芦屋町花美坂３－９

田川市大黒町９－３

田川郡福智町伊方4750－23

福岡市博多区空港前４－１－13

京都郡みやこ町勝山岩熊477－３

福岡市中央区大名２－11－19赤坂門ビルヂング２階１号室

嘉麻市山野643

古賀市天神１－14－12

古賀市花見南１－13－12

太宰府市青葉台４－17－６

鞍手郡鞍手町大字八尋1686－31

飯塚市潤野867－１

飯塚市阿恵1178

朝倉郡筑前町山隈1532－２

鞍手郡鞍手町大字新北2543－３

福岡市中央区大名２－11－19赤坂門ビルヂング２階１号室

田川郡川崎町大字池尻343－１

福津市東福間２－３－７

筑紫野市永岡543

遠賀郡水巻町頃末南１－４－15

筑紫野市本道寺110－７

朝倉郡筑前町二48

遠賀郡芦屋町大字芦屋1012－１

久留米市宮ノ陣町若松1651－７

築上郡上毛町大字東下217

筑紫野市石崎１－２－12アンセスタ筑紫野603号

平成26年11月10日

平成26年11月10日

平成26年11月17日

平成26年11月14日

平成26年11月20日

平成26年11月17日

平成26年11月27日

平成26年11月19日

平成26年11月19日

平成26年11月５日

平成26年11月７日

平成26年11月21日

平成26年11月26日

平成26年11月４日

平成26年11月14日

平成26年11月７日

平成26年11月17日

平成26年11月25日

平成26年11月19日

平成26年11月17日

平成26年11月12日

平成26年11月20日

平成26年11月19日

平成26年11月14日

平成26年11月26日

平成26年11月19日

平成26年11月17日

平成26年11月17日

平成26年11月20日

政治団体の名称 解散年月日 届出年月日

上田しげみつ後援会

内海猛年後援会

竹内りいち後援会

不老みつゆき後援会

松本寿美後援会

松本みねお後援会

村田維信後援会

わかばの会

平成25年12月31日

平成26年11月13日

平成24年12月31日

平成26年11月22日

平成26年11月21日

平成26年３月10日

平成26年11月10日

平成26年４月１日

平成26年11月17日

平成26年11月14日

平成26年11月25日

平成26年11月27日

平成26年11月27日

平成26年11月19日

平成26年11月10日

平成26年11月４日
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12 　⑵　その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体）

　（10団体）

有岡利文後援会

有吉しげゆき後援会

上田重光後援会

内海たけとし後援会

うらただいじ後援会

尾﨑さつき後援会

鬼塚まさひろ後援会

柿野まさき後援会

寛山会

北冨敬三後援会

こが創生の会

古賀を取り戻す会

堺剛後援会

須山由紀生後援会

瀬戸ひかる後援会

髙橋義彦後援会

田口じょうじ後援会

竹内りいち後援会

堤田寛後援会

手嶋真由美後援会

中村きよたか後援会

はたえ祐介後援会

林たかし後援会

ひらしま正一後援会

福本秀昭後援会

松岡泉後援会

松岡やすはる後援会

山下たかし後援会

幸こうじ後援会

田中　一夫

有岡　善雄

村上　功司

内海　猛年

高津　勝彦

尾﨑　さつき

鬼塚　昌宏

柿野　正喜

堤田　寛

瀧本　信一

長崎　浩一

堀江　英明

堺　剛

溝上　羊一

瀬戸　光

越智　拓生

三浦　重明

竹内　利一

中村　幸子

手嶋　真由美

中村　清隆

波多江　祐介

林　たかし

平嶋　正一

福本　秀昭

松岡　泉

松岡　保治

山下　貴史

幸　康司

有岡　あづさ

有岡　康男

森下　吉晴

内海　法子

坂田　康文

尾﨑　新吾

吉村　宏

吉武　喜美子

中野　安彦

今村　恵美子

樋口　裕介

古川　吉久

堺　勝子

財間　豊美

和多　正博

中野　美智子

秋山　善一郎

竹内　利一

中野　安彦

手嶋　豊幸

中村　洋子

今村　一彦

殿畑　雅弘

平嶋　和子

池田　仁

松岡　伸子

松岡　典子

吉竹　渉

幸　美子

太宰府市五条２－３－18　コート30　503号室

太宰府市宰府５－１－23

京都郡みやこ町上原1153

遠賀郡芦屋町花美坂３－９

田川市大黒町９－３

田川郡福智町伊方4750－23

福岡市博多区空港前４－１－13

京都郡みやこ町勝山岩熊477－３

福岡市中央区大名２－11－19赤坂門ビルヂング２階１号室

嘉麻市山野643

古賀市天神１－14－12

古賀市花見南１－13－12

太宰府市青葉台４－17－６

鞍手郡鞍手町大字八尋1686－31

飯塚市潤野867－１

飯塚市阿恵1178

朝倉郡筑前町山隈1532－２

鞍手郡鞍手町大字新北2543－３

福岡市中央区大名２－11－19赤坂門ビルヂング２階１号室

田川郡川崎町大字池尻343－１

福津市東福間２－３－７

筑紫野市永岡543

遠賀郡水巻町頃末南１－４－15

筑紫野市本道寺110－７

朝倉郡筑前町二48

遠賀郡芦屋町大字芦屋1012－１

久留米市宮ノ陣町若松1651－７

築上郡上毛町大字東下217

筑紫野市石崎１－２－12アンセスタ筑紫野603号

平成26年11月10日

平成26年11月10日

平成26年11月17日

平成26年11月14日

平成26年11月20日

平成26年11月17日

平成26年11月27日

平成26年11月19日

平成26年11月19日

平成26年11月５日

平成26年11月７日

平成26年11月21日

平成26年11月26日

平成26年11月４日

平成26年11月14日

平成26年11月７日

平成26年11月17日

平成26年11月25日

平成26年11月19日

平成26年11月17日

平成26年11月12日

平成26年11月20日

平成26年11月19日

平成26年11月14日

平成26年11月26日

平成26年11月19日

平成26年11月17日

平成26年11月17日

平成26年11月20日

政治団体の名称 異動事項
内　　　　　容

異動年月日 届出年月日
新 旧

大田京子後援会 主たる事務所の所在地
福岡市南区大橋３－25－１貞方
ビルＢ

福岡市南区野間４－１－35－
107

平成26年11月13日 平成26年11月14日

竹野純平後援会 会計責任者 竹野　香代子 中西　キミ子 平成26年11月27日 平成26年11月27日

渡辺美穂後援会 会計責任者 木村　郁代 渡辺　美穂子 平成26年９月29日 平成26年11月17日

吉水きみこ後援会 主たる事務所の所在地 福津市上西郷字カワラ689－１
福津市上西郷146－25（吉水喜
美子方）　

平成26年11月16日 平成26年11月25日

森丈夫後援会 代表者 杉本　隆 金光　友利 平成26年11月20日 平成26年11月20日

村田維信後援会 代表者 井上　政和 村田　維信 平成26年11月10日 平成26年11月10日

みねおかひとし後援会
代表者 渡辺　政之 増田　一正

会計責任者 原賀　敏彦 渡辺　政之
平成26年６月１日 平成26年11月28日

藤中寛之後援会

政治団体の名称 藤中寛之後援会　 ふじなか寛之後援会　

主たる事務所の所在地
田川市中央町３－65社会文化会
館内　

北九州市八幡西区穴生１－18－
26　

会計責任者 西村　宣敏 重野　幸宏

国会議員関係政治団体
の区分

法第十九条の七第一項第一号に
係る国会議員関係政治団体かつ
法第十九条の七第一項第二号に
係る国会議員関係政治団体　

国会議員関係政治団体以外の政
治団体　

公職の種類 衆議院議員　 　

公職の候補者の氏名及
び公職の種類

藤中　寛之、衆議院議員　 　

平成26年11月25日 平成26年11月26日

はら準一後援会
政治団体の名称 はら準一後援会　 原準一後援会　

主たる事務所の所在地 鞍手郡小竹町大字赤地1185－１ 鞍手郡小竹町大字赤地1170
平成26年11月16日 平成26年11月17日

田中天元後援会 会計責任者 荒川　喜幸 坂本　昌隆 平成26年11月27日 平成26年11月27日

　福岡県選挙管理委員会告示第61号

　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第17条第１項の規定による政治団体解散届

があったので、同法第17条第３項の規定により次のとおり告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　



13
　⑵　その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体）

　（10団体）

　受付期間　平成26年11月１日～11月30日

　（政党以外のその他の政治団体） 　（８団体）
▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂▂

　福岡県選挙管理委員会告示第62号

　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第19条第２項の規定に基づき、次の公職の

候補者から資金管理団体指定届があったので、同法第19条の２第１項の規定により次の

とおり告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　

　受付期間　平成26年11月１日～11月30日

政治団体の名称 解散年月日 届出年月日

上田しげみつ後援会

内海猛年後援会

竹内りいち後援会

不老みつゆき後援会

松本寿美後援会

松本みねお後援会

村田維信後援会

わかばの会

平成25年12月31日

平成26年11月13日

平成24年12月31日

平成26年11月22日

平成26年11月21日

平成26年３月10日

平成26年11月10日

平成26年４月１日

平成26年11月17日

平成26年11月14日

平成26年11月25日

平成26年11月27日

平成26年11月27日

平成26年11月19日

平成26年11月10日

平成26年11月４日

上田しげみつ後援会

内海猛年後援会

竹内りいち後援会

不老みつゆき後援会

松本寿美後援会

松本みねお後援会

村田維信後援会

わかばの会

平成25年12月31日

平成26年11月13日

平成24年12月31日

平成26年11月22日

平成26年11月21日

平成26年３月10日

平成26年11月10日

平成26年４月１日

平成26年11月17日

平成26年11月14日

平成26年11月25日

平成26年11月27日

平成26年11月27日

平成26年11月19日

平成26年11月10日

平成26年11月４日

平
成
27
年
5
月
29
日
　
金
曜
日

第
３
６
９
７
号

福
岡

県
公

報 資金管理団体
指定の届出を
した者の氏名

公職の種類 資金管理団体の名称 主たる事務所の所在地 代表者の氏名 指定年月日 届出年月日

幸　康司

松岡　泉

林　たかし

中村　清隆

手嶋　真由美

堤田　寛

竹内　利一

堺　剛

尾﨑　さつき

筑紫野市議会議員

芦屋町議会議員

福岡県議会議員

福津市議会議員

川崎町議会議員

福岡市議会議員

鞍手町議会議員

太宰府市議会議員

福智町議会議員

幸こうじ後援会

松岡泉後援会

林たかし後援会

中村きよたか後援会

手嶋真由美後援会

寛山会

竹内りいち後援会

堺剛後援会

尾﨑さつき後援会

筑紫野市石崎１－２－12アンセス
タ筑紫野603号

遠賀郡芦屋町大字芦屋1012－１

遠賀郡水巻町頃末南１－４－15

福津市東福間２－３－７

田川郡川崎町大字池尻343－１

福岡市中央区大名２－11－19赤坂
門ビルヂング２階１号室

鞍手郡鞍手町大字新北2543－３

太宰府市青葉台４－17－６

田川郡福智町伊方4750－23

幸　康司

松岡　泉

林　たかし

中村　清隆

手嶋　真由美

堤田　寛

竹内　利一

堺　剛

尾﨑　さつき

平成26年11月20日

平成26年11月19日

平成26年11月19日

平成26年11月11日

平成26年10月23日

平成26年11月19日

平成26年11月24日

平成26年11月21日

平成26年10月23日

平成26年11月20日

平成26年11月19日

平成26年11月19日

平成26年11月12日

平成26年11月17日

平成26年11月19日

平成26年11月25日

平成26年11月26日

平成26年11月17日

　（９団体）

　福岡県選挙管理委員会告示第63号

　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第19条第３項の規定による資金管理団体届

出事項の異動届があったので、同法第19条の２第１項の規定により次のとおり告示する

。

　　平成27年５月29日

福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　
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14 　受付期間　平成26年11月１日～11月30日

　（３団体）

資金管理団体届出
事項の異動の届出
をした者の氏名

公職の種類 資金管理団体の名称 異動事項
新 旧

内　　容
異動年月日 届出年月日

渡邊　美穂

藤中　寛之

大田　京子

福岡県議会議員

衆議院議員

福岡県議会議員

渡辺美穂後援会

藤中寛之後援会

大田京子後援会

公職の種類

主たる事務所の所在地

政治団体の名称

公職の種類

主たる事務所の所在地

福岡県議会議員

田川市中央町３－65社会文
化会館内　

藤中寛之後援会　

衆議院議員

福岡市南区大橋３－25－１
貞方ビルＢ

太宰府市議会議員

北九州市八幡西区穴生１－
18－26　

ふじなか寛之後援会　

北九州市議会議員

福岡市南区野間４－１－35
－107　

平成26年11月17日

平成26年11月26日

平成26年11月14日

平成26年９月29日

平成26年11月25日

平成26年11月13日

　福岡県選挙管理委員会告示第64号

　政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第19条第３項の規定による資金管理団体指

定取消届等があったので、同法第19条の２第１項の規定により次のとおり告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県選挙管理委員会委員長　　藤　井　克　已　　

　受付期間　平成26年11月１日～11月30日

　⑴　法第19条第３項第１号による届出

　（３団体）

　⑵　法第19条第３項第２号による届出

　（１団体）

　備考

資金管理団体の指定の取消し
の届出をした者の氏名

公職の種類 資金管理団体の名称 代表者の氏名 取消年月日 届出年月日

竹内　利一

松本　寿美

松本　嶺男

鞍手町議会議員

福岡市議会議員

糸島市長

竹内りいち後援会

松本寿美後援会

松本みねお後援会

竹内　利一

松本　寿美

松本　嶺男

平成24年12月31日

平成26年11月21日

平成26年３月10日

平成26年11月25日

平成26年11月27日

平成26年11月19日

代表者氏名 公職の種類 資金管理団体の名称 主たる事務所の所在地
資金管理団体でなくな
った旨の届出年月日

井上　政和 宗像市議会議員 村田維信後援会 宗像市日の里一丁目22－19 平成26年11月10日

　村田維信後援会については、資金管理団体の届出をした者の死亡に伴う届出であり、

資金管理団体の届出をした者の氏名は村田維信である。
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福岡県公安委員会告示第175号

　福岡県行政手続条例（平成８年福岡県条例第１号）第37条第１項の規定に基づき道路

交通法に基づく自転車運転者講習の受講命令の基準に関する規程（案）について、平成

27年４月16日から同年５月15日までの間、意見公募手続を実施したので、同条例第41条

第１項の規定に基づき、その結果を告示する。

　　平成27年５月29日

福岡県公安委員会　　

１　処分基準の題名

　道路交通法に基づく自転車運転者講習の受講命令の基準

２　処分基準の制定の日

　平成27年５月29日

３　意見公募手続の結果

　意見は提出されなかったが、文言の一部を整理の上、規程を制定することとした。

４　関連資料

　関連資料については、福岡県警察ホームページ（http://www.police.pref.fukuoka.jp

　/）に掲載するほか、福岡県警察本部交通部交通企画課に備え置く。

公安委員会


